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産学連携から産官学金言連携へ
―地域活性化でカギとなる「主体の多様性」－

　筆者は、2019年11月に、公立鳥取環境大学で「大学と学生が進める地方創生・地域活性化－

横浜市大とかながわ信金との産学連携及び三浦半島地域活性化協議会を例に－」というタイトル

で講演を行った。これは、2015年7月に同大学で行った講演の続編にあたり、その時の模様は当

月報の2015年9月号で紹介させていただいている。この時の講演は、2011年12月から開始した産

学連携活動の4年間の成果を発表したものであった。

　その後、地域活性化の対象地域の拡大、参加団体の増加に着手し、2016年6月、新たに三浦半

島地域活性化協議会（以下「協議会」）が発足した。本稿では、今回の講演内容をもとに、これ

まで筆者が関わってきた計約7年間の取組みの中で、後半3年間の協議会での活動を中心に紹介

したい。

　協議会では対象地域を三浦市1市に、横須賀市、葉山町、逗子市、鎌倉市の3市1町を加え、三

浦半島地域全体に拡大した。当地域は、各々全国に誇れる有数の観光資源が数多くあるものの、

少子高齢化・人口減少の深刻化、地場産業の衰退、交通の不便さという共通の課題を抱えてい

る。対象地域の拡大は、異なる地域特性・資源を生かしつつ、共通の課題解決に有効な解決策を

探るために対応したものである。

　さらに、参加団体として、当初から産学連携に取り組んでいた横浜市立大学とかながわ信用金

庫に新たに5つの団体が加わり7者体制に拡充され、それぞれが保有する知的・物的・人的資源

を活用することとした。新たに加わったのは、（株）神奈川新聞社、関東学院大学、京浜急行電鉄

（株）、横須賀商工会議所、三浦商工会議所である。これに神奈川県、横須賀市、三浦市、関東

財務局横浜財務事務所の4つの公的団体がオブザーバーとして参加し、「産官学金言」体制が

整った。地域活性化を進めるには、各参加団体が異なる強みを発揮し、対象地域に有効な影響

力を持つことが重要であると考えたためである。

　協議会は各団体のトップで構成され、毎年定期的に開催している。協議会運営の特徴として、

各トップが問題意識を共有し、協議会・各団体の運営に責任を持ち、長期に持続できるWIN-

WIN関係を構築できているということがある。さらに、協議会の下部組織として、企画運営委員

会が設置され、各団体数名ずつが、おおむね月1回の定期的会合で事業計画の進捗を確認してい

る。また、同委員会は、イベント等の実行部隊としても活動し、PDCAを回しつつ事業の企画運

信金中金月報掲載論文編集委員副委員長
藤野　次雄

（横浜市立大学名誉教授）
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営を行っている。さらに、事務局がかながわ信用金庫に常設されており、運営全体の管理や関連

先との各種調整を行っているのも特徴である。

　さて、協議会では、「ビジョン1.	三浦半島地域のブランド力を高める」、「ビジョン2.	三浦半島

地域に住みたいを増やす」、「ビジョン3.	三浦半島地域を盛り上げる」という3つのビジョンを掲

げ、基礎的調査研究、定住人口促進事業、交流人口促進事業を行っている。

　ビジョン1の基礎的調査研究では、2大学の教員・学生が他の参加団体の協力を得て、①対象

地域のヒト・モノ・カネの動向のメッシュ単位での「見える化」、②GIS（Geographic	Information	

System、地理情報システム）分析を活用した域内交通の通勤・観光両面での課題の抽出、③地

域特性を生かした2地域居住、CCRC（Continuing	Care	Retirement	Community、高齢者が健康な

段階で入居し、終身で暮らすことができる生活共同体）構想の探求、④当該地域の人口減少・

流出に大きくかかわる若年女性等を対象とした定住・流出志向アンケート調査に取り組んだ。

　ビジョン2の定住人口促進事業のうち、「三浦半島地域インターンシップ×トライアルステイ」

では、参加団体の協力を得て、2大学の学生によるトライアルステイでの試みにより、近隣住民

との交流における地域特性や課題を発見した。また、インターンシップでは、地元の「職」への

理解と「働き方」を考えてもらい、その知見を活かすこととした。

　ビジョン3の交流人口促進事業のうち、「クリーンアップin城ヶ島」では、従来からかながわ信

用金庫がCSR活動として取り組んできた城ヶ島海岸の美化清掃に加え、自然と食のイベントを実

施して観光振興を図る企画を実施した。参加団体の協力と神奈川新聞社による情報発信によっ

て、他地域の方にも多数参加いただいた。

　これらの事業活動を踏まえ、協議会の活動を発信する取組みとして、2018年11月に「三浦半

島地域活性化シンポジウム」を横須賀商工会議所で開催した。基礎的調査研究をもとにした基調

講演後に、全参加団体の代表者によるパネルディスカッションを行い、その内容を神奈川新聞に

掲載した。会場では、参加団体トップの生の声、今後の取組みへの決意を直接聞くことができた

と参加者から高評価をいただいた。今後は、3年間の振り返りとシンポジウムの結果を踏まえ、

2~3年先に各ビジョンの具体的成果を出せることができればと考えている。

　最後に、この3年間を振り返り、地域活性化を目的とした協議会運営にかかるキーワードにつ

いて触れてみたい。こうした多様な地域構成員による協議会運営では、①最適な地域と団体の組

合せ、②トップによるリーダーシップの発揮、③参加団体間の意思疎通と役割分担、④WIN-

WINの関係の構築、⑤プロジェクトの定期的な企画運営・進捗管理、⑥PDCAサイクルによる事

業の見直し、が必要不可欠な要素になる。そのために、地域・団体が固有に持つ資源の再認識、

現実を踏まえた当該地域の位置づけとそれの「見える化」、実現可能な課題解決・施策の提言、

シンポジウム等でのトップによる地元への情報発信が必要であると考える。
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（キーワード）�中小企業景気動向調査、中小企業経営者、消費税、キャッシュレス、�
天災、環境、米中貿易摩擦、人手不足、�
東京オリンピック・パラリンピック、大阪万博

（視　点）
　2019年は、消費税率引上げや度重なる豪雨災害、米中貿易摩擦など、中小企業に大きな影響
を与える出来事が複数発生した年であった。本稿では、信金中央金庫が全国の信用金庫の協力
を得て取りまとめている全国中小企業景気動向調査を用いて、2019年に起きた出来事が中小企
業に与えた影響について回顧するとともに、2020年の展望についてまとめてみたい。
（要　旨）
⃝	2019年の業況は、2018年までの上昇傾向から一転し、足踏み状態が続いた。全体として
は、おおむね堅調な業況が続きながらも、先行きには不透明感が漂っている。

⃝	2020年（令和2年）の経営見通しは、2年連続で低下した。「業況改善の見通しは立たない」
とする回答も増えており、先行きを悲観視する企業が増加傾向にある。とりわけ小規模企
業においては、構造的な要因により、景況感の低迷が続いている。

⃝	消費税率引上げについては、軽減税率やポイント還元制度などを受けて、影響は限定的
だったとのコメントが目立った一方で、小売業を中心に悪影響を受けているとの声もみら
れる。政府が推進しているキャッシュレス・ポイント還元事業については肯定的な意見が
目立ったものの、キャッシュレス化に伴い資金繰りが悪化したとの指摘も多くみられた。

⃝	2019年に頻発した豪雨災害については、大きな被害に見舞われたとのコメントが多い一方
で、災害関連の受注が増加した企業もみられた。

⃝	米中貿易摩擦による悪影響を指摘するコメントは、半導体や自動車関連などの製造業を中
心に多くみられている。

⃝	人手不足に悩まされているとのコメントは、全国から寄せられている。受注断念などの機
会ロスに見舞われている企業のなかには、外国人労働者の採用などの対応をとるケースも
みられる。また、人手不足などをきっかけに省力化などの設備投資に踏み切るとの声も
あった。

⃝	2020年の東京オリンピック・パラリンピックおよび2025年の大阪万博が景気を浮揚する効
果に期待するコメントが多い。一方で、イベント終了後に景気が再度落ち込むのではない
かと懸念する声もあった。

調 査

中小企業景気動向調査からみた2019年の回顧と2020年の展望
－調査員のコメントからわかる中小企業の生の声－

信金中央金庫 地域・中小企業研究所主任研究員

品田　雄志
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はじめに

信金中央金庫では、全国の信用金庫の協力

を得て、四半期ごとに「全国中小企業景気動

向調査」を取りまとめている。2019年12月

期調査においては、業況や資金繰り、設備投

資動向などを聞き取る「定例調査」に加え、

「特別調査」として「2020年（令和2年）の経

営見通し」と題した聞取り調査を実施した。

本調査の特徴の1つに、実際に中小企業と

接している信用金庫職員の視点からその企業

を分析した「調査員のコメント」欄の存在が

ある（図表1）。コメント欄には、その企業

の状況について、定型的な調査からはわから

ない実態が細かく描写されており、中小企業

の現状についてわかりやすく伝えている。

そこで本稿では、2019年の3、6、9、12月

に実施された定例調査の結果を振り返るとと

もに、2019年12月調査における「調査員の

コメント」欄をまとめることで、中小企業に

おける2019年の回顧と2020年の展望につい

てまとめてみたい。

1	．2019年の業況の推移と2020年の
経営見通し	

（1）2019年の業況の推移

2019年の業況は、それまでの上昇傾向か

ら一転し、足踏み状態が続いた。業況判断

D.I.は、2018年12月にプラス4.0と27年ぶり

の高水準となったのちに再度マイナスに転換

し、消費増税の影響を受けた2019年12月に

は△7.8となった（図表2左上）。2020年3月

期見通しも△12.3と、一段の低下を見通して

いる。

そのほかの指標を整理する。人手過不足判

断D.I.は、2019年12月で△27.4と「不足」が

「過剰」を大きく上回っており、いまだに強

い人手不足感が続いている（図表2右上）。

第178回全国中小企業景気動向調査表（製造業）

2019年10～12月期

※あてはまらない項目や不明な項目についての番号欄は、空白のままで結構です。

金庫コード ……… 手形交換に使用する統一金庫コードを記入してください。
地 域 番 号 ……… �下記地域番号表を参照して、調査企業の所在地に該当する番号を

記入してください。
業 種 番 号 ……… �下記業種番号表を参照して、該当する番号を記入してください。
従 業 者 数 ……… �雇用者、家族従業者を含み、パートを除く従業者数を

0 0 ₅人 のように記入してください。
また、パート・アルバイト数につきましては、調査時点における
人数を記入してください。

＜番号記入要領＞

信用金庫

（地域番号表）

（₀₁） 北　海　道
（₀₂） 青　　　森
（₀₃） 岩　　　手
（₀₄） 宮　　　城
（₀₅） 秋　　　田
（₀₆） 山　　　形
（₀₇） 福　　　島
（₀₈） 茨　　　城
（₀₉） 栃　　　木
（₁₀） 群　　　馬
（₁₁） 埼　　　玉
（₁₂） 千　　　葉

（₁₃） 東　　　京
（₁₄） 神　奈　川
（₁₅） 新　　　潟
（₁₆） 山　　　梨
（₁₇） 長　　　野
（₁₈） 富　　　山
（₁₉） 石　　　川
（₂₀） 福　　　井
（₂₁） 岐　　　阜
（₂₂） 静　　　岡
（₂₃） 愛　　　知
（₂₄） 三　　　重

（₂₅） 滋　　　賀
（₂₆） 京　　　都
（₂₇） 大　　　阪
（₂₈） 兵　　　庫
（₂₉） 奈　　　良
（₃₀） 和　歌　山
（₃₁） 鳥　　　取
（₃₂） 島　　　根
（₃₃） 岡　　　山
（₃₄） 広　　　島
（₃₅） 山　　　口
（₃₆） 香　　　川

（₃₇） 愛　　　媛
（₃₈） 徳　　　島
（₃₉） 高　　　知
（₄₀） 福　　　岡
（₄₁） 佐　　　賀
（₄₂） 長　　　崎
（₄₃） 熊　　　本
（₄₄） 大　　　分
（₄₅） 宮　　　崎
（₄₆） 鹿　児　島
（₄₇） 沖　　　縄

（業種番号表）

（11）食料品製造業
（12）�繊維工業（衣服・その他の

繊維製品を除く）
（13）�衣服・その他の繊維製品製

造業
（14）�木材・木製品製造業（家具

を除く）
（15）家具・装備品製造業
（16）パルプ・紙・紙加工品製造業
（17）出版・印刷・同関連産業
（18）化学工業

（19）ゴム製品製造業
（20）�なめしかわ・同製品・毛皮

製造業
（21）窯業・土石製品製造業
（22）鉄鋼業
（23）非鉄金属製造業
（24）�金属製品製造業（25・26を

除く）
（25）�建設用・建築用金属製品製

造業（製かん板金業を含む）
（26）金属プレス・メッキ・

彫刻業、熱処理業
（27）一般機械器具製造業
（28）電気機械器具製造業
（29）輸送用機械器具製造業
（30）精密機械器具製造業
（31）貴金属製品製造業
（32）がん具・運動競技用具製造業
（33）�装身具・装飾品・ボタン同

関連品製造業
（34）プラスチック製品製造業
（35）その他の製造業

調査員のコメント

お忙しいところご協力いただきましてありがとうございました。

特別調査 「2020年（令和２年）の経営見通し」

問１．�貴社では、2020年の日本の景気をどのように見通していますか。次の中から１つ選んで
お答えください。

問２．�貴社では、2020年の自社の業況（景気）をどのように見通していますか。次の中から
１つ選んでお答えください。

問３．�2020年において貴社の売上額の伸び率は、2019年に比べておおよそどのくらいになる
と見通していますか。次の中から１つ選んでお答えください。

問４．�貴社では、自社の業況が上向く転換点をいつ頃になると見通していますか。次の中から
１つ選んでお答えください。

問５．�10月以降の貴社の経営は、消費税率引上げ前の見通しと比べて、どのような影響を受
けていますか。受けている影響とその理由について、最も当てはまるものを１つ選んで
お答えください。

1．非常に良い
2．良い
3．やや良い

4．普通 5．やや悪い
6．悪い
7．非常に悪い

1．非常に良い
2．良い
3．やや良い

4．普通 5．やや悪い
6．悪い
7．非常に悪い

1．30％以上の増加
2．20～29％の増加
3．10～19％の増加
4．10％未満の増加

5．変わらない 6．10％未満の減少
7．10～19％の減少
8．20～29％の減少
9．30％以上の減少

1．すでに上向いている
2．６か月以内
3．１年後
4．２年後

5．３年後
6．３年超
7．業況改善の見通しは立たない

見通しより良い影響

1．ポイント還元制度
2．食品等の軽減税率
3．自動車・住宅等の
　 各種税制優遇措置
4．特需の発生
5．その他（　　　　　）

見通しと変わらない

6．変わらない

見通しより悪い影響

7．売上の減少
8．利幅の縮小
9．事務負担の増加
0．その他（　　　　　）

回答欄
�
～
�

回答欄
�
～
�

�
～
�

回答欄
1．～7．

1．～7．

回答欄
1．～0． �

～
�

回答欄
�
～
�

1．～7．

1．～9．

01_178回製造業.indd   1 2019/10/15   16:24:29

図表1　全国中小企業景気動向調査の調査表（左下、破線の円部分が「調査員のコメント」）

（備考）信金中央金庫	地域・中小企業研究所作成
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資金繰り判断D.I.は、2019年12月で△7.8と、

いまだに「厳しい」が「容易」を上回ってはいる

ものの、バブル崩壊後に一時△30程度で推

移していたことと比較すると、相対的にマイ

ナス幅が小さい水準で推移している（図表2

左下）。設備投資実施企業割合は、2019年9

月に22.9％と26年ぶりの高水準に達するな

ど、おおむね高い水準で推移している。な

お、見通しが大幅に低下しているが、本調査

では、実際の実績が前期時点の見通しを2～

3％ポイントほど上回ることが通常であるた

め、見通しが低いからと言って、来期の設備

投資実施企業割合が低下するとは限らない

（図表2右下）。全体としては、おおむね堅調

な業況が続きながらも、先行きには不透明感

が漂っているといえよう。

（2）2020年の経営見通し

先行きの不透明感は、特別調査として実施

した「2020年（令和2年）の経営見通し」か

らもみて取れる。

2020年の我が国の景気見通しについて尋

ねたところ、「良い」（「非常に良い」･「良い」

･「やや良い」の合計）から「悪い」（「やや

悪い」･「悪い」･「非常に悪い」を差し引い

た数値が△27.7と、1年前の調査（△11.6）

と比べて16.1ポイント低下した（図表3）。ま

た、自社の業況見通しについても△22.2と、

1年前の調査（△8.6）から13.6ポイント低下

した（図表4）。どちらも、1992年の同調査

開始以来の平均（我が国の景気見通しは	

△55.2、自社の業況見通しは△40.9）を大き

く上回ってはいるものの、2年連続の低下と

△6.0

△8.5

△5.3

△3.3

1.2

△2.1
△2.5

△2.1

4.0

△3.7
△3.3

△4.7

△7.8

△12.3

△14
△12
△10
△8
△6
△4
△2
0
2
4
6

16.12 17.3 17.6 17.9 17.12 18.3 18.6 18.9 18.12 19.3 19.6 19.9 19.12 20.3

（D.I.） 業況判断D.I.

△21.4
△21.5

△21.3

△22.7
△26.7

△26.9
△26.0

△26.0

△29.9
△27.4

△27.0
△27.4

△25.8

△35
△30
△25
△20
△15
△10
△5
0

16.12 17.3 17.6 17.9 17.12 18.3 18.6 18.9 18.12 19.3 19.6 19.9 19.12 20.3

（D.I.） 人手過不足判断D.I.

△7.7

△8.8

△5.5
△5.6

△5.4

△6.8

△4.0

△5.1
△5.0

△6.4

△4.9

△6.7 △7.8

△9.2

△10
△9
△8
△7
△6
△5
△4
△3
△2
△1
0

16.12 17.3 17.6 17.9 17.12 18.3 18.6 18.9 18.12 19.3 19.6 19.9 19.12 20.3

（D.I.） 資金繰り判断D.I.

21.3

21.2

22.2 22.1

21.6

22.0
22.6

22.1

22.3 22.3

22.1

22.9
22.6

19.7

18

19

20

21

22

23

24

16.12 17.3 17.6 17.9 17.12 18.3 18.6 18.9 18.12 19.3 19.6 19.9 19.12 20.3

（％） 設備投資実施企業割合

（見通し） （見通し）

（見通し） （見通し）

△28.9

図表2　全国中小企業景気動向調査における主要指標の推移

（備考）信金中央金庫	地域・中小企業研究所作成
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なっている。

また、「自社の業況が上向く転換点」はい

つか尋ねたところ、「すでに上向いている」

とする回答割合が15.2％と、過去最高となっ

た昨年から4.1ポイント低下する一方で、「業

況改善の見通しは立たない」とする回答割合

は、2002年の調査開始以来、最多の34.2％と

なった（図表5）。景気拡大が戦後最長に

なった可能性が指摘されているなかで、むし

ろ先行きを悲観視する企業が増加傾向にある

ことがみて取れる。とりわけ小規模企業にお

いては、構造的な要因により、景況感の低迷

が続いている。

以上を踏まえ、次章では、2019年から

2020年にまたがる主要なキーワードとして

「消費税（キャッシュレス決済を含む。）」、

「天災・環境問題」、「米中貿易摩擦」、「人手

不足・設備投資」、「東京オリンピック・パラ

リンピック、大阪万博」の5つをピックアッ

プし、まとめることとする。

2．調査員のコメントから

（1）消費税率引上げ

消費税率の8％から10％への引上げは、景

気への悪影響の懸念から、これまで2回にわ

たって見送られてきた経緯がある（図表6）。

中小企業においても、前回、8％に引き上

げられた際、一部の企業で引上げ分を販売価

格に転嫁できないなどのケースが発生したた

め、今回も経営への影響が懸念されていた。

ただ、12月に実施した特別調査において、

引上げ前の見通しと比べて経営にどのような

影響を受けたか尋ねたところ、「見通しと変

わらない」が70.7％、「見通しより悪い影響」

が24.9％、「見通しより良い影響」が4.4％と

なり、おおむね当初想定通りの結果となった

といえよう。調査員のコメントからも、以下

の通り、製造業、卸売業、建設業、不動産業

などを中心に影響は限定的だったとの声が目

立った。軽減税率やポイント還元制度などが

支えになったとのコメントも多くみられてい

る（図表7）。

一方で、小売業など消費者に近い業種を中

△27.7
平均
△55.2

△100
△80
△60
△40
△20
0
20

92 93 94 95 96 97 98 99 00 01 02 03 04 05 06 07 08 09 10 11 12 13 14 15 16 17 18 19

「良い」－「悪い」

（年調査）

図表3　我が国の景気見通しの推移

△22.2
平均
△40.9

△100
△80
△60
△40
△20
0
20

92 93 94 95 96 97 98 99 00 01 02 03 04 05 06 07 08 09 10 11 12 13 14 15 16 17 18 19

「良い」－「悪い」

（年調査）

図表4　自社の業況見通しの推移

5.5
8.3

10.9
12.6

13.1
10.9

3.9
4.7 7.1

9.2
9.2

14.2
14.1

14.9
14.0

17.9 19.3

15.2

すでに上向き

29.4

26.4
26.7

24.9

27.1
30.4

25.1 25.9

29.9

29.3

31.3

27.9

31.6

30.8

31.6

31.0 31.3

34.2

業況改善の
見通しなし

0
5
10
15
20
25
30
35
40

02 03 04 05 06 07 08 09 10 11 12 13 14 15 16 17 18 19

（％）

（年調査）

図表5　自社の業況が上向く転換点の推移

（備考）信金中央金庫	地域・中小企業研究所作成
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心に、悪影響を受けているとのコメントもみ

られている（図表8）。消費税の影響につい

ては、業種間格差が比較的大きいといえる。

また、軽減税率については、前述のとおり

業況の下支えになったと評価する声がある一

方で、事務負担が増加したり、レジなどの設

備投資が必要となるなど、負の影響を指摘す

る声も目立っている（図表9）。

今後については、2020年6月のポイント還

元制度の終了を控えて、図表8と同様、小売

図表6　消費税率引上げをめぐる動き	
年 月 出来事

2014年	 4月 消費税率を5％から8％に引上げ

2014年11月 税率の引上げ時期を当初予定の2015年10月から2017年4月に変更

2016年	 6月 税率の引上げ時期を当初予定の2017年4月から2019年10月に変更

2019年10月 消費税率を8％から10％に引上げ

（備考）新聞報道資料等より信金中央金庫	地域・中小企業研究所作成

図表7　消費税率引上げについて「影響は限定的」とするコメント	
コメント 業種 都道府県

増税による販売価格の改定を受けて、売上減少が懸念されたものの、大幅な変動はな
かった。 事務用品卸 神奈川県

消費税が10％になるのは仕方ないと思っていた人が多かったからか、影響は少なかっ
たように思う。

時計、メガネ、
宝飾品小売 福島県

消費増税の影響は良くも悪くも見られない。 工業用木型製造 静岡県

消費増税前と受注の変動に大きな変化は見受けられない。 建築資材卸 静岡県

消費増税の影響はあるものの、軽減税率やキャッシュレスの影響から、大きくマイナ
スにはなっていない。 コンビニ 北海道

消費増税後も、軽減税率やポイント還元のおかげで客足はほとんど変わらない。 和菓子製造 岩手県

政府の増税対策もあり、駆け込み需要も限定的だったため、増税後も目立った落ち込
みはない。

住宅建築
請負、宅地分譲 秋田県

消費増税の影響はほとんど受けていない。 建売分譲・仲介 東京都

（備考	）コメントについては、いずれも信金中央金庫	地域・中小企業研究所および東京都信用金庫協会資料より作成（以下同じ）

図表8　消費税率引上げについて「悪影響を受けている」とするコメント	
コメント 業種 都道府県

消費増税の影響で飲食店が低迷しており、当社も売上げが減少している。 アナゴ、モズク卸 愛知県

商店街自体の収益力低下に加え、増税に伴う買い控えの影響により、売上が減少して
いる。 時計、宝飾品小売 北海道

飲食料品は税率8％のままだが、増税したと勘違いし、買い控えしている顧客が多い。 米穀類小売 群馬県

消費増税に伴い、消費が落ち込んでいる様子。 青果卸 滋賀県

消費増税の影響はほとんどないと当初は考えていたが、実際は売上減少や現材料価格
上昇など大きな影響があった。

カステラ、和菓子
製造 熊本県
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業など消費者に近い業種を中心に懸念する声

が多く聞かれる（図表10）。

一方、業種によっては、以下の通り消費税

率引上げへの関心はすでに薄くなっており、

米中貿易摩擦や災害対応、人手不足などに焦

点が移りつつある（図表11）。今後は、ポイン

ト還元制度終了後の消費動向が注目されよう。

（参考）キャッシュレス決済の浸透

今回の消費増税の特徴として、需要平準化

図表9　軽減税率について「悪影響を受けている」とするコメント	
コメント 業種 都道府県

売上は軽減税率の8％である一方、仕入れは8％と10％の両方があり、事務も煩雑に
なった。できることなら消費税は一本化していただきたい。 給食、弁当 愛知県

消費増税については、現状、売上に関する影響はないが、事務負担は多いと感じてい
る。 茶製造販売 埼玉県

消費増税に伴い、電子マネーやクレジットカードに対応するための機器や、ソフト導
入に伴う経費が増加し、さらに複数税率導入に伴う帳票類の仕分けや整理等も煩雑化
している。

生鮮食料品小売 長野県

当店では軽減税率は関係ないものと思い込んでいたが、実際は税区分が発生したた
め、急遽レジを買い替えた。 化粧品小売 静岡県

消費税率引上げにより、売上には影響がないものの、事務的な負担は少し増えた。 自動車整備 和歌山県

消費増税に伴い、レジなど設備資金が必要となったうえ、顧客の購入単価が低下し、
収益が悪化した。 パン小売 広島県

軽減税率の導入に伴いレジやシステム等を一新したものの、いまだ事務処理や勘定等
において不慣れな部分があり苦慮している。 自動車整備 東京都

図表10　消費税率引上げについて今後を懸念しているコメント	
コメント 業種 都道府県

販売量は増税前とほぼ変わらなかった。ポイント還元終了後は予測ができない。 食肉卸 静岡県

消費税率引上げによって想定以上の売上げ減があった。今後、よくなっていくイメー
ジもわかない。 仕事服小売 宮城県

消費増税の影響は目立ってないが、今後影響があると予想している。 家電小売 新潟県

消費増税に伴い、来年以降は不安要素が大きい。 家具小売 長野県

消費増税前の想定ほどは数字が下がらなかったものの、今後の見通しには懸念を抱い
ている。 管材、外構資材卸 宮城県

図表11　消費税率引上げについてそれほど懸念していないとするコメント	
コメント 業種 都道府県

消費税率引上げより、米中の関係悪化等の世界情勢の見通しの立たなさによる需要の
減少のほうが深刻である。

VTR部品、
自動車部品製造 神奈川県

米中貿易摩擦の影響が大きく、消費増税の影響は受注減少の要因とは無関係。 鋳造用中子製造 岡山県

消費増税の影響は特にない様子。人手不足が深刻。 工作機械、工具卸 岩手県

増税の影響は今のところ感じていない。不況の原因は別なところにあると考えている。 プロパンガス小売 北海道

消費増税より、台風19号による売上げ減少が深刻である。 飲食 長野県
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策として実施されたキャッシュレス・ポイン

ト還元事業の存在がある。キャッシュレスは、

企業の生産性向上や消費者の利便性向上にも

つながるとされていることから、今後も政府

が積極的に推進していくものと思われる。

調査員のコメントでは、キャッシュレスに

ついて、「面倒」「利用者がいない」という声も

一部でみられたものの、おおむね、以下の通

り積極的、肯定的な意見が目立った（図表12）。

一方で以下の通り、キャッシュレス化に伴

い資金繰りが悪化したとのコメントが全国か

ら寄せられている（図表13）。売上げの裏付

けがある資金繰りの悪化は、信用金庫にとっ

てはモニタリングの必要性が増加する一方

で、運転資金ニーズを取り込むチャンスとも

なりうる。今後のキャッシュレスのさらなる

進展に伴い、資金繰り対応が望まれることと

なろう。

図表12　キャッシュレス決済について積極的、肯定的なコメント	
コメント 業種 都道府県

クレジットカードを利用できるよう、決済手段の拡充を図る。 包装資材卸 山梨県

キャッシュレス会計が増えたことにより、現金に触る日数が減ってきた。 食肉卸 神奈川県

キャッシュレス還元制度を積極的に取り入れ、消費増税による影響を抑制しようとし
ている。 包装資材卸 愛媛県

消費増税による商品表示の変更などに負担感を強く持っている。消費落ち込みの対策
として、キャッシュレス決済の導入などを積極的に行っている。 衣料品小売 北海道

ポイント還元は徐々に浸透しつつあり、キャッシュレス決済で購入する顧客は増えている。 化粧品販売 長野県

キャッシュレス化が進んだことで現金回収が減り、労務負担も削減された。 洋菓子小売 三重県

キャッシュレスのポイント還元により、普段あまり来店しない若年層の来店が増加し
ている。 米小売 静岡県

最近はキャッシュレス決済での支払いが増加している。導入の効果が徐々に出始めて
いる。 自動車販売修理 東京都

図表13　キャッシュレス決済によって資金繰りが悪化したとするコメント	
コメント 業種 都道府県

キャッシュレス決済の倍増により、資金回収までタイムラグがあるため、資金繰りが
懸念される。 食料品小売 栃木県

キャッシュレス決済により、売上げは伸びる予想ではあるが、その分資金繰りが悪化する。 酒小売 埼玉県

消費増税に伴う還元制度により、クレジットカード払いが増加したため、資金繰りが
厳しくなった。 飲食料品小売 千葉県

インターネット販売が好調。キャッシュレスの増加により、入金までの運転資金につ
いて資金繰り不安あり。 靴、履物小売 新潟県

クレジットカードによる売上げの増加に伴い、資金繰りに支障が出ている。 食料品、雑貨小売 長野県

キャッシュレス化の弊害として、事務負担の増加、粗利の低下、代金回収サイトの長
期化が起きている。

タバコ、
宝くじ小売 静岡県

キャッシュレス決済が増えたことで、回収条件が悪化し、資金繰りに悪影響が出ている。 居酒屋 大阪府

5％還元によりキャッシュレスを利用する人が多く、一時的に資金繰りがタイトに
なっている。 美容院 広島県



	 調　査	 11

（2）天災・環境問題

近年、各地で発生する自然災害は、地域に

拠って立つ中小企業に与える影響が極めて大

きい。とりわけ2019年は、台風19号をはじ

めとして、各地で発生した豪雨災害が地域に

甚大な被害を与えた（図表14）。

調査員のコメントからも、商品や設備への

直接的な被害のほか、風評被害の発生、取引

先の被災に伴う売上げの減少など、被害の大

きさを物語る数多くの声が聞かれている。一

部の企業では、被害からの立直りに遅れもみ

られる（図表15）。

一方で、建設業を中心に、災害を起点として

受注が増加する動きもみられる（図表16）。

図表14　2017年以降に発生した主な災害	
年 月 出来事 死者・行方不明者 住家被害（全壊・半壊）

2017年	 7月 平成29年7月九州北部豪雨 44名 1,439棟

2018年	 6月 大阪府北部地震 6名 504棟

2018年	 7月 平成30年7月豪雨（西日本豪雨） 271名 18,129棟

2018年	 9月 北海道胆振東部地震 43名 2,129棟

2019年	 8月 令和元年8月の大雨（九州北部豪雨） 4名 972棟

2019年	 9月 令和元年房総半島台風 3名 4,595棟

2019年10月 令和元年東日本台風 102名 32,036棟

（備考）1．消防庁資料（2020年1月20日時点）より信金中央金庫	地域・中小企業研究所作成
2．平成29年7月九州北部豪雨の被害には、6月からの梅雨前線による被害を含む。
3．平成30年7月豪雨の被害には、台風12号による被害を含む。
4．令和元年東日本台風の被害には、10月25日からの大雨による被害を含む。
5．死者・行方不明者には、災害関連死者を含む。

図表15　自然災害によって損害を受けたとするコメント	
コメント 業種 都道府県

台風の影響を受け、農作物に被害が出た。 農作物販売 千葉県

豪雨の影響でイチゴの値段があがり、仕入れができない。 菓子製造業 大分県

先日の豪雨災害で部品会社が被災したため、元受け企業から生産を一時停止してほし
いとの依頼あり。復旧のめどが立っておらず、納品できない製品が山積み状態となっ
ている。

農機具部品製造 新潟県

自然災害の影響により、物流量が減少している。商品の確保が難しい。 青果物卸 茨城県

台風19号の影響で果樹農家に多大な被害が出たことに伴い、来年度の売上げは減少見
込みである。 農薬卸 長野県

台風19号による被害を受け、工場内の在庫が売り物にならない状態になった。12月中
に機械は直る予定だが、従来通りにまで回復するには時間がかかる。 米穀卸 静岡県

全国的な水害等の影響から中古車が不足しており、利幅が縮小している。 自動車販売 岡山県

台風被害による経済の低迷が続くと考えている。これから被害のある家の取り壊し
後、土地の売却などが始まる様子である。 不動産仲介 千葉県

冠水等、台風の被害を受けた地域のイメージ悪化は避けられない。 不動産賃貸、仲介 静岡県

被災以前と比較し、固定客が3分の1程度にまで減少している。 美容院 岡山県

台風による鉄道や高速道路のストップを受け、宿泊キャンセルが80％に達した。資金
繰りにも支障が出る見込みである。 宿泊業 長野県

台風の影響により、予約がキャンセルになり客足が減少した。 旅館・ホテル 東京都
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また、近年の特徴として、環境問題が一部

企業の経営を大きく左右しているケースが散

見される。具体的には、以下の通り気候変動

等に伴う農水産物の収穫高の減少や、脱プラ

スチック問題、ハイブリッド車の普及に伴う

ガソリン需要の減退などが挙げられる（図表

17、18）。

2020年も、天災・環境問題への対応は避

けられないものと思われる。

図表16　自然災害によって受注の増加を見込むコメント	
コメント 業種 都道府県

災害用ベッドを道内各自治体に売り込み営業中。今後の柱の1つとするべく注力して
いる。 紙加工品製造 北海道

防災機器設置の法制化に伴い、需要が増えている。 消防・防災設備 北海道

豪雨災害の影響もあり、草刈り機やチェーンソー用のガソリン缶の需要が高まってい
る。 ブリキ缶製造 大阪府

台風等の自然災害の影響により、コンクリートブロックの需要が増加している。 コンクリートブ
ロック製造 三重県

台風19号の影響で災害復旧工事の増加が見込まれる。 総合工事 栃木県

今後、減災・復興工事の受注が増える見通し。 総合土木 茨城県

沿岸部の災害復旧工事を主体に業況活発である。 土木工事 岩手県

長野県の水害の影響を受け、地元の治水工事が進むことが期待できる。 土木・建築工事 新潟県

これまでの災害復旧工事から、砂防ダム工事等の防災にシフトしている。 総合建設 三重県

2018年の西日本豪雨災害の復興工事については、2020年以降もすでに受注が決まって
いる。人手不足が当面の課題。 一般土木建築工事 広島県

台風の影響等で個人からのリフォーム受注が多数あり、売上が伸びている。 建設業 東京都

台風の影響から各地インフラに不具合が増加し、受注が増加傾向である。 建設コンサルタント 群馬県

台風の影響により、大規模なプラント修理が見込まれており、受注が安定している。 ビルメンテナンス 千葉県

図表17　気候変動等による影響を受けたとするコメント	
コメント 業種 都道府県

自然環境が大きく影響する業種であるため、地球全体の環境の変化が心配である。 水産加工卸 静岡県

昆布を含め北海道の水産物が不漁で、仕入れ価格が上昇している。気候変動が影響し
ており、短期的な改善が見込めない。 昆布加工 福井県

アサリの国内漁獲が減少しており、中国、韓国産でしのいでいる。 魚介類卸 千葉県

不漁により、収益確保が難しくなっている。 水産物卸 静岡県

漁獲高減少による影響を受けている。一方、ふるさと納税の贈答品等で売上げを伸ば
している。 農畜産物卸 愛媛県

海苔の不作が続いており、質、量の確保が大きな課題である。 海苔卸 千葉県

魚類の全体的な取れ高の不振もあり、売上が減少気味。 水産物卸 兵庫県

予想外の災害や温暖化により、野菜の収穫や販売価格に大きな影響を及ぼしている。 玉ねぎ他野菜卸 兵庫県

天候に販売価格が左右されている。全国的に天災が発生しており、安定した価格での
供給が難しくなっている。 野菜卸 茨城県

昨今の異常気象により、そば、小麦の生産量・品質が大きくぶれている。 そば粉製造 千葉県
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（3）米中貿易摩擦

米中間で発生した貿易摩擦は、中国経済の

減速を通じて、半導体や自動車関連などの製

造業を中心に中小企業の経営にも打撃を与え

ている。2020年に入って米中が「第1段階の

合意」に応じ、2018年から始まった関税引

上げの流れが一段落はしているものの、いま

だに予断を許さない状況である（図表19）。

図表18　環境問題に関連するコメント	
コメント 業種 都道府県

脱プラスチックに向けての商品開発を親会社と共同で進める話がある。 薬包紙製造 長野県

プラスチック業界に対する風当たりが今後強くなっていくことが予想され、時代の流
れにどう対応するのか社内でも話し合いが行われている。 プラスチック成型 静岡県

脱プラスチック問題に頭を抱えている。 プラスチックトレー
製造 静岡県

原材料である再生プラスチックの仕入れで大手飲料メーカーとバッティングし、価格
が高騰している。 卵パック製造 奈良県

ハイブリッド車やEV車が多くなり、ガソリン需要が低下している。 石油等小売 岩手県

低燃費車やEV車の台頭により、採算が悪化している。一部ガソリンスタンドを閉鎖
し、主要仕入れ先である石油元売り会社の協力を得て小規模介護施設を開設した。 石油等小売 長野県

図表19　米中貿易摩擦の時系列推移	
米国側の措置 中国側の措置

米国の追加
関税対象相
当額

追加関税率 米国の追加関税主
要品目

中国の追
加関税対
象相当額

追加関税率 中国の追加関税
主要品目

＜2018年＞

第1弾	
（7月6日） 306億ドル 25％ 産業機械など

818品目
第1弾	

（7月6日） 340億ドル 25% 大豆、自動車
など529品目

第2弾	
（8月23日） 146億ドル 25％ 半導体など

284品目
第2弾	

（8月23日） 160億ドル 25% 古紙など
333品目

第3弾	
（9月24日） 2,068億ドル 10％ 家具、家電、食料

品など5,745品目
第3弾	

（9月24日） 600億ドル 最大25% LNG、木材など
5,140品目

<2019年>

第3弾の	
追加措置	
（5月10日）

1,600億ドル

右記のうち1,600
億ドル相当の物
品の追加関税率
を10%から25%へ
引上げ

家具、家電、食料
品など5,745品目

第3弾の	
追加措置	
（6月21日）

600億ドル

右記600億ドル
相当の物品の追
加関税率を5～
10％から10～25	
％へ引上げ

LNG、木材など
5,140品目

第4弾	
（9月1日） 1,114億ドル 15%

スマートウォッチ、
半導体メモリーな
ど3,243品目

第4弾	
（9月1日）

750億ドル
従来の関税率に
5～10％上乗せ。
または新規に追
加→一部見送り

大豆、原油、
化学製品など
1,717品目

第4弾の	
追加措置	
見送り	

（12月15日）
1,600億ドル 15%→見送り

スマホ、パソコン、
衣類、玩具など
555品目

第4弾	
見送り	

（12月15日）

木材、自動車、
織物など
3,361品目

<2020年>

第1段階	
の合意	
に署名	

（1月15日）
1,114億ドル

第4弾（2019年9月
発動分）の追加関
税15%を7.5%へ
引下げ

スマートウォッチ、
半導体メモリーな
ど3,243品目（第4
弾2019年9月分）

第1段階	
の合意	
に署名	

（1月15日）

（米国からの工業製品や農産品、エネルギー、
サービスの輸入を2年間で2,000億米ドル増やす
ことで合意）

（備考）1．新聞発表資料等より信金中央金庫	地域・中小企業研究所作成
2	．米中貿易摩擦の詳細については、2019年12月26日付ニュース＆トピックス「対米貿易摩擦に翻弄される中国経済
～第一段階の合意は本格的な貿易摩擦の始まりに過ぎない～」https://www.scbri.jp/PDFnews&topics/20191226.
pdfを参照されたい。	
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コメントをみると、半導体や自動車関連な

どの製造業を中心に、悪影響を指摘する声が

ある。また、企業によっては2020年以降も

見通しは不透明と回答しており、今後も業況

を下押しする懸念が残る。現時点で緊張はや

や緩和しているものの、今後も注視が必要で

あろう（図表20）。

（4）人手不足・設備投資

深刻化する人手不足は、「人手不足倒産」

の増加をもたらすなど、中小企業の影響に多

大な影響を及ぼしている（図表21）。

コメントからは、人手不足から、受注断念

などの機会ロスに見舞われている企業も散見

される。一部企業では、外国人や障がい者の

採用、M＆Aによる人材増強などの対応を

とっている企業がみられる（図表22）。

一方で、人手不足などをきっかけに省力化

などの設備投資に踏み切る企業もみられる

（図表23）。今後も、労働力人口の減少を背

景に、人手不足の状況は大きく変化しないも

のと考えられるため、設備投資などを通じた

企業の生産性向上が求められよう。

図表20　米中貿易摩擦に関連するコメント	
コメント 業種 都道府県

米中貿易摩擦の長期化により半導体部品を中心に生産は減少している。 空調機器部品製造 神奈川県

米中貿易摩擦の影響を受け、取引先の業況が悪く、受注が減っている。 板金加工 神奈川県

米中貿易摩擦や中国経済の減速の影響を間接的に受けている。 釣り具部品、
自動車部品製造 長野県

米中貿易摩擦の影響を受けて、受注が伸び悩んでいる。 自動車部品製造 静岡県

半導体市場は、米中貿易摩擦に加えて、同業者間の価格競争激化を受けて、悪化を予
測している。

半導体装置部品製
造 三重県

米中貿易摩擦により自動車企業からの受注が減少。今まで断ってきた大口受注などの
案件についても対応することで売上げ確保を図る。 省力化機械製造 兵庫県

米中貿易摩擦を受けて古紙価格が暴落した。 古紙卸 静岡県

米中貿易摩擦により、近隣の自動車会社が被害を受けており、ひいては自社の売上げ
にも影響が出る。

ゲーム、
貴金属販売 愛知県

中国経済の停滞で受注は減少している。2020年はさらに悪化を予想している。 油面計製造 東京都

中国経済減退の影響はあるが、取引先のベトナムシフトを受け、ベトナム工場は活況
を呈しており、トータルでは増収傾向にある。

プラスチック成型
品製造 長野県

34

70 65
72

106

153

185

0

50

100

150

200

2013 2014 2015 2016 2017 2018 2019（年）

（件）

図表21　人手不足倒産の件数の推移

（備考	）帝国データバンク資料より信金中央金庫	地域・中
小企業研究所作成
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（5	）東京オリンピック・パラリンピック、大

阪万博

2020年の東京オリンピック・パラリンピッ

ク（以下「オリパラ」という。）および2025

年の大阪万博について、景気を浮揚する効果

に期待する声は中小企業の間でも大きい。コ

メントからは、オリパラはもちろん、すでに

大阪万博に関連した受注を見込む企業も増え

ている（図表24）。

一方で、オリパラおよび大阪万博がもたら

す負の影響や、イベント終了後に景気が再度

落ち込むのではないかと懸念する声も聴かれ

る（図表25）。特に2020年は、オリパラ終了

後の景気の動向が注目されよう。

図表22　人手不足の深刻化に関するコメント	
コメント 業種 都道府県

受注が多く、断ることも多い。人材の確保が急務である。 鉄鋼板金の製作加
工 静岡県

本社所在地は人口が減少しているため、山陽地区への販路開拓を進めている。人材不
足が課題で、社長自らヘッドハンティングを行っている。 鋼材、工具卸 山口県

人手不足のため機会ロスがうかがえる。 農産物卸 福岡県

近年、若い美容師が都会に出て行ってしまい、地元で人手不足が深刻化している。 美容業 滋賀県

外国人労働者の採用を開始する。今後も介護部門で人材が必要となるため、進めてい
く予定。 医療・福祉 兵庫県

人材不足解消のため、10月よりベトナムから技能実習生2名を採用している。 建築資材卸 愛知県

人手不足のため、後継者難の先のM＆Aも視野に入れている。 設備工事 静岡県

人材不足から、受注を断念するケースもある。人手、特に現場監督の雇用が急務であ
る。 土木・建築工事 静岡県

業界全体が人材不足で日々多忙だが、それによって利益が増しているというわけでは
ないように感じる。 土木一式総合建設 岡山県

人手不足感が強く、工事が遅れるケースもある為常に経営のリスクを抱えている。加
えて、人件費の上昇が収益を圧迫している。 土木工事 東京都

人材募集サイトの利用を検討したが、障がい者採用や、他社よりも条件を優遇したう
えでハローワーク経由にて人材を獲得した。クラウド会計による効率化を検討してい
る。

バーカー製造 北海道

人手不足解消のため、外国人労働者のみならず、障がい者採用も検討している。 米菓製造 愛知県

図表23　設備投資の積極化に関するコメント	
コメント 業種 都道府県

11月に設備を導入したことにより、今までより作業効率が上がり、新規先へ営業する
ことが可能となった。

名刺、教材等の印
刷 神奈川県

設備投資による生産効率化を実施した。また、自社通販サイトを開始し、直販化を始
める。 鰹節製造 静岡県

今年5月に新工場を設立して新設備を導入。生産体制が見直され、業務効率が上がっ
ている。 茶加工業 静岡県

新型設備導入により、新規顧客を獲得。仕事量が増加しているが、働き方改革により
労働時間を抑えねばならず、業務効率化の方法を模索中。 クリーニング 神奈川県
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おわりに

本稿では、2019年の3、6、9、12月に実施

された定例調査の結果を振り返ることで、お

おむね業況が堅調ながらも先行きには不透明

感があることを指摘した。また中小企業にお

ける2019年の回顧と2020年の展望について

主だったコメントをまとめた。

本稿で採用しているコメントは、いずれも

信用金庫職員が調査員となり、営業の合間

を縫って収集したものである。この場を借

りて改めてお礼を申し上げるとともに、今後

ともコメント欄への積極的な記入をお願いし

たい。

最後に、2020年が中小企業にとって良い

年となるよう、エネルギッシュなコメントを

紹介して終わりとする（図表26）。

図表25　東京オリンピック・パラリンピック、大阪万博関連で懸念しているコメント	
コメント 業種 都道府県

東京オリンピックについては、海外からの観光客が浴衣を買うという見方がある一方
で、警備員が東京に集中してしまい、地方の花火大会が中止となり、浴衣の需要が減
少するのではないかとの見方が業界内にある。

浴衣製造 静岡県

オリンピック中は、こちらに客が来ないのではと危惧している。 旅館 三重県

大阪万博開催に伴い、資材や機材が仕入れ困難になる可能性がある。 住宅サッシ外壁卸 滋賀県

オリンピックに人手を取られて人件費や資材が高騰しているため、経営を圧迫し厳し
い状況となっている。 一般住宅建築 東京都

ポイント還元制度やオリンピック終了後の消費、景気動向に不安がある。 飲食料品小売 静岡県

オリンピック後の仕事の減少を予想し、従業員数を削減した。 建築材製造 静岡県

オリンピックによる経済の活性化はある程度見込まれるが、継続していくかどうかの
見通しは立てづらい。 総合工事 静岡県

東京オリンピックの後は、景気も業況も悪くなるだろうと思料している。 不動産売買仲介 大分県

オリンピックインフラ工事が次々と終了しており、今後の同業他社との競争激化が予
想される。 鉄筋工事 岐阜県

図表24　東京オリンピック・パラリンピック、大阪万博に期待するコメント	
コメント 業種 都道府県

東京オリンピックや大阪万博に伴うホテル需要を受けて受注増加を見込む。 家具製造 北海道

2020年はオリンピックを控え、5Gの本格稼働も期待できることから、受注は確保で
きる見通し。

光通信デバイス製
造 山梨県

東京オリンピックの仕事から戻ってきた従業員が職場内勉強会を開き、東京での仕事
のやり方等、作業効率向上に向けた取組みも行っている。 看板製造 岡山県

東京オリンピックに合わせて、4K、8Kなど、対応テレビの注文が見込まれている。 家電小売 富山県

外国人旅行客が増加傾向、東京オリンピックに向けてさらに増加見込みあり。 旅館 静岡県

すでに大阪万博にかかわる工事の相談も来ている。 土木工事 北海道

大阪府内においては、2025年の万博までは建設業界多忙と予想している。 生コン、建材卸 大阪府

オリンピックや万博誘致などの影響から、観光業関係からの受注が非常に多く、ここ
数年は続くと予想している。 型枠工事 大阪府



	 調　査	 17

図表26　中小企業からのエネルギッシュなコメント	
コメント 業種 都道府県

2020年以降は景気が後退するとの先入観を持っている人が多いが、景気は大部分が人
の「気」である。購入する「気」が上向くように、政策企画を官民一体で発信してい
きたい。

不動産分譲 愛知県

〈参考資料〉

・信金中央金庫「中小企業景気動向調査」
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（キーワード）　�ATM戦略、店内・店外ATM、コンビニATM、プラットフォーム化

（視　点）

　キャッシュレス化の進展などを見据え、昨年来、メガバンクや地域銀行の間でATM戦略を見

直す動きが加速している。信用金庫についても利用状況などを勘案した店内・店外ATMの総台

数削減、稼働時間の短縮、機能の再設定などがみられるようになった。

　その一方で、コンビニATMの台数増および機能拡充が目立つ。全国に25,000台のコンビニ

ATMを展開するセブン銀行は、現金の入出金といったキャッシュポイントとしてのATM設置か

ら社会生活全般のプラットフォーム化に取り組んでいる。同行が2019年9月にリリースした第4

世代ATM「ATM＋」（エーティーエム	プラス）は、AIや顔認証機能といった最先端の技術を搭

載することで、活用の幅を広げていく見通しである。

　そこで本稿では、セブン銀行のコンビニATMについて、現行の第3世代ATMの特徴と、最新

の第4世代ATM「ATM＋」を中心に紹介する。

（要　旨）

⃝	昨年来、ATM戦略を大きく見直す金融機関が増えている。信用金庫においてもATMの総台

数削減や稼働時間の短縮などがみられるようになった。

⃝	25,000台を超えるコンビニATMを全国展開するセブン銀行は、2019年9月以降、最先端の

技術を盛り込んだ第4世代ATMへの入替えを開始した。

⃝	同行の第3世代ATM（現行機種）の特徴的な機能・サービスを挙げると、①多言語対応、

②スマートフォン対応、③資金決済事業者などとの提携がある。

⃝	最新の第4世代ATM「ATM＋」は、既存のATMを超える機能・サービスを盛り込むことで、

社会生活全般のプラットフォーム化を目指す。

調 査

株式会社セブン銀行の第4世代ATM「ATM＋」について

信金中央金庫 地域・中小企業研究所上席調査役

刀
と ね

禰　和
かずゆき

之
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はじめに

　キャッシュレス化の進展などを見据え、昨

年来、メガバンクや地域銀行の間でATM戦

略を見直す動きが加速している。信用金庫に

ついても利用状況などを勘案した店内・店外

ATMの総台数削減、稼働時間の短縮、機能

の再設定などがみられるようになった。

　その一方で、コンビニATMの台数増およ

び機能拡充が目立つ。全国に25,000台のコン

ビニATMを展開するセブン銀行は、現金の

入出金といったキャッシュポイントとしての

ATM設置から社会生活全般のプラット

フォーム化に取り組んでいる。同行が2019

年9月にリリースした第4世代ATM「ATM＋」

（エーティーエム	プラス）は、AIや顔認証機

能といった最先端の技術を搭載することで、

活用の幅を広げていく見通しである。そこで

本稿では、セブン銀行のコンビニATMにつ

いて、現行の第3世代ATMの特徴と、最新の

第4世代ATM「ATM＋」を中心に紹介する。

1	．ATM戦略を見直す動きの加速

　昨年来、ATM戦略を大きく見直す金融機

関が増えている。メガバンクの三菱UFJ銀行

と三井住友銀行は、2019年9月から店舗外

ATMの共同利用（他行ATM手数料の一部無

料化）を開始した（注1）。店舗ネットワークの

抜本的な再編成に取り組む一部の地域銀行で

は、数年をかけて店外・店内ATMの大幅な

台数削減策を打ち出している。また、第二地

方銀行の東京スター銀行のように自行所有の

ATMの一部を、セブン銀行に委託する事例

も出てきた（注2）。

　その一方で、信用金庫は顧客利便性を維持

するためATMの効率化に消極的だったとさ

れる。実際、2001年以降の信用金庫のATM

総台数をみると、19,000台の後半で推移して

おり、地域銀行などに比べ効率化で遅れがみ

られる（注3）。

　しかしながら、日本銀行による長短金利操

作付き量的・質的金融緩和（マイナス金利政

策）を背景とする採算・コスト意識の高ま

り、キャッシュレス社会の進展による中長期

的なATM稼働率の低下予想などから、足元

では店内・店外ATMの総台数削減や稼働時

間の短縮、機能の再設定などが進み始めた。

　一例として、2019年12月末の信用金庫の

店外ATM設置台数は4,280台となり、前年同

期から2.9％、131台減少した。信用金庫別で

は、①増加が30金庫、②増減なしが138金

庫、③減少は75金庫となった（図表1、店外

ATM未設置の14金庫を除く）。なお、増加30

金庫のなかには、店舗統廃合後に店外ATM

を設置する事例もあり、必ずしも拠点数の増

加を目的とした店外ATMの増強ではない可

能性もある。

　今後、2021年度に予定される500円硬貨の

改鋳、2024年度に予定される1,000円・5,000

円・10,000円紙幣の改刷に向け、信用金庫の

（注）1．三菱UFJ銀行および三井住友銀行のニュースリリースを参照
2．東京スター銀行のニュースリリースを参照
3．（一社）全国銀行協会「決済統計年報」を参照
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間でも効率化を前提にATMの見直しが加速

すると予想される。

2	．セブン銀行の概要

　メガバンク、地域銀行、信用金庫の多くが

ATMの効率化を急ぐ一方で、コンビニATM

を全国展開するセブン銀行の台数増・機能拡

充が目立つ。

　東京都千代田区に本社を置くセブン銀行

は、異業種からの新規参入による新設銀行と

して、2001年4月に設立された（図表2）。一

般に流通系銀行や新形態銀行とも呼ばれ、

ATM手数料を主な収益源とする。

　同行誕生の経緯は、『コンビニエンススト

ア内にATMがあれば便利』とのニーズから

であり、2019年9月末時点で全国のセブン-

イレブンを中心に25,000台を展開する。

　コンビニATM設置台数の増加に加え機能

面をみると、開業時の第1世代ATMから進化

を続けており、2005年7月に第2世代ATMが、

2010年11月には第3世代ATMが登場し、入替

えが進んだ（図表3）。さらに2019年9月には

図表2　セブン銀行の概要	
名 称 株式会社セブン銀行

本 社 所 在 地 東京都千代田区

設 立 2001年4月10日

開 業 2001年5月	7日

資 本 金 30,701百万円

従 業 員 数 471人

（備考）2019年9月末

図表1	　信用金庫の店外ATM設置台数の増減
（18年12月末→19年12月末）	

（単位：金庫、％）

分　類 金庫数 割合

増　加 30 12.3

2台以上増加 6 2.4

4台以上増加 2 0.8

増減なし 138 56.7

減　少 75 30.8

2台以上減少 40 16.4

4台以上減少 17 6.9

合　計 243 100.0

（備考）1．未設置の14金庫を除く。
2．信金中央金庫	地域・中小企業研究所作成

図表3　セブン銀行ATMの設置台数と1台あたり1日平均利用件数の推移
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（備考）図表3、4ともにセブン銀行公表資料より信金中央金庫	地域・中小企業研究所作成
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既存のATMサービスを超える最新の第4世代

ATMがリリースされ、2020年夏のオリン

ピックを控えた東京都内から入替えが始まっ

ている。

　ATM1台あたりの1日平均利用件数は、競

合を含めたコンビニATM設置台数の急速な

増加などから近年、伸び悩みがみられる。こ

うしたなか同行では、交通系電子マネーや資

金決済事業者などとの提携拡大で利用件数の

伸長は可能だと考えている。

　以下、同行のコンビニATMについて、現

行機種（第3世代ATM）の特徴および最新の

第4世代ATMの機能・サービスなどについて

紹介する。

3．第3世代ATM（現行機種）の特徴

（1）コンセプト

　第3世代ATMの開発コンセプトは、「ATM

の究極化」であった。既存ATMの機能は全

て盛り込むと同時に、故障などの障害発生率

も限りなくゼロに近づけた。一般にコンビニ

ATMは、スペースの限られるコンビニエン

スストア内に1台設置を基本とする。そのた

め、障害や現金の過不足の発生を抑えること

が求められる。同行の第3世代ATMの稼働率

は、監視センターの拡充に加え、ATM内の現

金カセットを3個から5個に増やし現金オペ

レーションの効率化を図るなどし、99.98％

を誇る。

（2）主な機能・サービス

　第3世代ATMの主な機能・サービスを挙げ

ると、①多言語対応、②スマートフォン対

応、③資金決済事業者との提携などがある。

　①　多言語対応

　同行のATMサービスは、多言語をカ

バーする。同行顧客が海外送金サービスを

利用するため、ATM取引画面を9言語対応

としている（図表4）。また、訪日旅行客

の増加などに対応できるよう、2015年12

月に海外発行カードのATM画面や明細票

を12言語対応に拡充した。

　②　スマートフォン対応

　同行のコンビニATMは、同行を含む金

融機関の預金口座やキャッシュカードがな

くてもスマートフォンで現金の入出金など

を行える。そこで同行は、2018年1月に送

金・決済サービスを行う子会社の株式会社

セブン・ペイメントサービスを設立し、5

月より「ATM受取サービス」を開始した。

同サービスは、企業から個人への送金を、

同行ATMとセブン-イレブンのレジなどを

介して原則24時間365日受け取ることが可

能なサービスである。わかりやすく言え

ば、企業が個人に現金を渡す際、口座番号

図表4　9言語に対応するサービス

・セブン銀行口座のATM取引画面	
・口座の取引状況などが確認できる「通帳アプリ」
・海外送金サービスを便利に利用できる「海外送金	
アプリ」
・顧客窓口となるカスタマーセンター

（備考	）9言語は、日本語、英語、タガログ語、中国語、ポ
ルトガル語、スペイン語、ベトナム語、インドネシ
ア語、タイ語
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が不要な（口座への振込みを行わない）仕

組みと言える。

　通信販売の返品時の返金、在宅ワーカー

へのアルバイト代の支給、少額の保険金の

支払い、就職セミナーに参加した学生への

交通費の支給など、現金での支払いや振込

みではない仕組みとして導入企業が増えて

いる。

　③　資金決済事業者との提携

　同行は、2017年8月から資金決済事業者

との提携を進めている。キャッシュレス化

が進展するなか、現金のチャージニーズな

どを取り込んでいく考えで、交通系電子マ

ネーに加え、足元では提携先の「PayPay」

や「LinePay」などの利用が伸びている。

今後も提携先の拡大を目指すと同時に、日

本型キャッシュレス社会のなかで活躍余地

を広げていきたいとしている。

4．第4世代ATM（ATM＋）の登場

（1）コンセプト

　セブン銀行は、2019年9月に最先端の第

4世代ATMをリリースし、既存の第3世代

ATMから入替えを開始した。第4世代ATM

の開発コンセプトは、第3世代ATMの延長で

はなく、既存のATMを超える機能・サービ

ス提供を目指すものである。今やコンビニエ

ンスストア内にATMがあるのは当たり前で

ある。同行は、次の段階としてコンビニ

ATMを現金の入出金などに限らず社会全般

のプラットフォーム化、新しいサービスイン

フラに位置付けていく。同行は、第4世代

ATMのコンセプトをATMの機能を超える意

味で「ATM＋」（エーティーエム	プラス）と

命名した（図表5）。

　障害発生率をもう一段下げるため、機器が

故障してから部品を交換するのではなく、故

障前に部品交換を知らせるAIの予兆管理シ

ステムを導入した。これは、障害が発生する

前にアラームの鳴る仕組みで、さらなる稼働

率の向上に取り組んでいく。コスト面や環境

負荷への低減も意識しており、例えばコスト

面では第3世代ATMの内部カセットを流用、

稼働率の向上によるメンテナンスコスト低

減、消費電力の削減（現行比40％減）など

図表5　第4世代ATM「ATM＋」

（備考）信金中央金庫	地域・中小企業研究所撮影
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を実現した。

（2）主な機能・サービス

　ATM＋の主な機能・サービスを挙げると、

①顔認証技術による本人確認、②QRコード

の読取り、③ブルートゥース技術によるワ

ン・トゥ・ワン	マーケティングなどがある。

　①　顔認証による本人確認

　ATM＋は、顔認証の可能なカメラと本人

確認書類が読取可能なスキャナーを搭載す

る。これを用いて、より強固なセキュリ

ティを実現できるため、例えば金融分野で

は、キャッシュカード＋暗証番号ではなく、

顔認証で預金口座の入出金なども可能とな

る。また、現金の入出金時のセキュリティ

をキャッシュカード＋暗証番号＋顔認証に

もできる。今後の利用拡大が期待される新

サービスとして、顔認証・本人確認の仕組

みを用いた口座開設がある。一般の金融機

関が採用する非対面の口座開設方法より本

人確認の確実性が高まると考えられる。

　そこで同行は、2019年10月28日から12

月20日まで同行の口座開設の実証実験を

行った。実験場所は、丸の内の3台と新宿

の2台の合計5台である。口座開設を希望

する個人は、スマートフォンで必要事項を

事前に入力し、その情報をもとに出力され

たQRコードをATM＋で読み取り、本人確

認後、預金口座を開設できる。一定数の口

座開設があり、期間中に具体的なクレーム

やトラブルなどが発生しなかったことか

ら、実用化に向けた準備を詰めていく予定

である。

　②　QRコードの読取り（注4）

　新たにQRコードの読取りが可能になり、

決済などのサービスへの用途拡大を予定し

ている。

　③	　ブルートゥース技術によるワン・トゥ・

ワン	マーケティング

　ATMでの取引時にスマートフォンのブ

ルートゥース機能がオンの状態であれば、

専用クーポンなどのお得情報や利用明細票

をスマートフォンに配信可能となる。従来

は顧客へのクーポン一斉送信が主流だった

が、セブン-イレブンと連携して顧客ごと

に情報配信するワン・トゥ・ワン	マーケ

ティングを行えるようになる。

（3）今後の計画

　2019年11月現在の第4世代ATMの設置状況

は50台程度だが、東京オリンピックが開催さ

れる2020年夏までに都内3,800台を入れ替え

る計画である（図表6）。その後、2024年度を

（注）4．QRコードは株式会社デンソーウェーブの登録商標です。

図表6　設置計画	

2019年9月 リリース
入替設置開始

2020年夏 都内入替完了　予定

2024年度 全台入替完了　予定

（備考	）セブン銀行公表資料より信金中央金庫	地域・中小
企業研究所作成
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メドに25,000台の全てを入れ替えていく。

　口座開設実験の結果などを踏まえ、同サー

ビスの全国展開、さらには顔認証・本人確認機

能の他金融機関への提供も検討するほか、今

後も機能・サービスの拡充に取り組んでいく。

おわりに

　この10数年でコンビニエンスストア内に

（コンビニ）ATMがあるのは当たり前となっ

た。仮に手数料がかかっても、ちょっとした

入出金、急ぎの入出金などにコンビニATMを

利用する顧客層は相当数になると想像される。

　フィンテックなどの技術発展を受け、近

年、セブン銀行のコンビニATMの機能・サー

ビス拡充が加速している。信用金庫は同行の

施策などに注目しつつ、自金庫のATM戦略

を再構築する必要がある。
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（キーワード）�組織改革、時代の変化に応じたコミュニケーションの仕組み、�

ピアボーナス制度、社内ベンチャー制度

（視　点）

　信用金庫が限られた職員数のなかで生産性の高い活動を実現するには、役職員の働き方や組

織体制の見直しといった大胆な組織改革が不可欠である。組織改革を進めるうえでの第一歩が

庫内コミュニケーションの活発化であると考える。わが国の社会環境が大きく変化するなか、

旧来型の人間関係を前提としたコミュニケーションではなく、新しいコミュニケーションのあ

り方を模索する動きがある。

　他業界をみると、社内コミュニケーションの活性化に向けた取組みが活発である。本稿では、

クレディセゾンの社員同士が褒め合う仕組み「永久不滅チップ」および社内ベンチャー制度

「SWITCH SAISON」を紹介する。同社は一人ひとりの社員の活躍拡大に熱心であり、信用金

庫が今後の組織改革を考えるうえで参考となる。

（要　旨）

⃝ 限られた職員数のなかで信用金庫が活動の生産性を高めていくには、時代の変化に応じた

コミュニケーションの仕組みを整備する必要がある。

⃝ クレディセゾンは、ダイバーシティ＆インクルージョンを通じて一人ひとりの社員の活躍

拡大に熱心である。

⃝ 同社は、社員同士が褒め合う文化を醸成するため、2018年12月にピアボーナス制度「永久

不滅チップ」を導入した。

⃝ また同社は、2019年4月から社内ベンチャー制度「SWITCH SAISON」に取り組み、社員

のアイデア実現をサポートしている。

調 査

信用金庫の組織改革に向けて①
−株式会社クレディセゾンの「ダイバーシティ＆インクルージョン」−

信金中央金庫 地域・中小企業研究所上席調査役

刀
と ね

禰　和
かずゆき

之
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はじめに

　信用金庫が限られた職員数のなかで生産性

の高い活動を実現するには、役職員の働き方

や組織体制の見直しといった大胆な組織改革

が不可欠である。組織改革を進めるうえでの

第一歩が庫内コミュニケーションの活発化で

あると考える。わが国の社会環境が大きく変

化するなか、旧来型の人間関係を前提とした

コミュニケーションではなく、新しいコミュニ

ケーションのあり方を模索する動きがある。

　他業界をみると、社内コミュニケーション

の活性化に向けた取組みが活発である。本稿

では、クレディセゾンの社員同士が褒め合う

仕組み「永久不滅チップ」および社内ベン

チャー制度「SWITCH SAISON」を紹介す

る。同社は一人ひとりの社員の活躍拡大に熱

心であり、信用金庫が今後の組織改革を考え

るうえで参考となる。

1．コミュニケーション強化の必要性

　信用金庫の2019年12月末の常勤役職員数

は、 前 年 同 期 比2.4％、2,653人 減 少 の10万

7,412人となった。近年の採用難や中途・定

年退職の増加により、信用金庫の常勤役職員

数は減少が続いている（図表1）。

　なかでも男女別の職員増減状況をみると、

2019年12月末の男性職員は前年同期比で

3.7％、2,505人減少しており、引き続き男性

職員の不足感が強い。また、これまで増加傾

向にあった女性職員についても、0.3％、128

人の減少に転じた。信用金庫の常勤役職員数

は、2019年度末で9年連続の減少が見込まれ

よう。

　多くの信用金庫で人手不足が進むことが予

想されるなか、限られた職員数で生産性の高

い活動を実現するためには、役職員の働き

方、組織体制、業務運営の仕組みなどの幅広

い分野で大胆な組織改革が不可欠である。近

年、普及が進むペーパーレス化やRPAの導

入なども生産性を高める活動の一つと位置付

けられる。

　信用金庫が生産性の高い活動を実現するた

めに不可欠なものがコミュニケーションの活

発化であろう。少人数で日々の業務を回すた

めには、これまで以上に役職員間の相互理解

や情報の共有が求められる。そこで近年は時

代の変化に見合ったコミュニケーションの仕

組みを模索する動きが強まっている（注1）。

（注）1．例えば、信金中金月報（2019.12）『城南信用金庫の職場風土改革への取組み「ABC実践ミーティング」』を参照
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図表1	　信用金庫の常勤役職員数の前年同期
比増減数

（備考）信金中央金庫 地域・中小企業研究所作成
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2．クレディセゾンの概要

　他業界をみると、各社コミュニケーション

活発化に向けた取組みが活発である。本稿で

は、クレディセゾンの取組みを紹介したい。

　東京都豊島区に本社を置くクレディセゾン

は、「サービス先端企業」を経営理念に掲げ

る（図表2）。

　同社は、この経営理念に基づく持続的な成

長を実現していくため、社員一人ひとりが新

たな価値の創造と提供に積極果敢に挑戦し、

イノベーションを起こしていく必要があると

考えている。社員全員が有する能力を発揮

し、充実感を持ちながら活気に溢れて働きが

いのある組織であり続けるため、ダイバーシ

ティ＆インクルージョンに熱心である。

　具体的には、①成長と挑戦を支える仕組み

として〈SWITCH SAISON〉〈全社員共通人事

制度〉などを、②一体感の醸成やエンゲージ

メントに繋がる取組みとして〈ピアボーナス

制度「永久不滅チップ」〉〈CREDIT SAISON 

AWARD〉などを、③働き方の変革・多様な

活躍を促す取組みとして〈オフィス環境の整

備〉〈健康経営の推進〉〈セゾン・ワークライ

フデザイン部〉などが挙げられる（注2）。

　本稿では、同社のダイバーシティ＆インク

ルージョンのうち、特に信用金庫の関心が高

いと想像されるピアボーナス制度の「永久不

滅チップ」および社内ベンチャー制度の

「SWITCH SAISON」を紹介する。

3．ピアボーナス制度「永久不滅チップ」

（1）導入の目的

　クレディセゾンは、社員同士が褒め合う文

化 を 醸 成 す る た め、2018年12月 に ピ ア

ボーナス制度「永久不滅チップ」を導入した

（図表3）。「ピアボーナス」とは、仲間や同

僚を意味するピアとボーナスが組み合わさっ

た言葉で、日ごろ表面化しにくい仕事による

成果や貢献などに対して社員同士が互いにイ

ンセンティブ（お礼）を送り合える仕組みを指

す（注3）。同社は同制度を「永久不滅チップ」

と命名した。

　社会環境の変化などから、一般に多くの企

業において人間関係が希薄化し、コミュニ

ケーション不足が深刻とされる。同社は、社

員の働きがいに繋がる社内コミュニケーショ

ンの活性化施策や事業部を超えたコミュニ

ケーションの強化策を模索するなか、2018

年12月に同制度を導入した。

　導入にあたっては、同社の戦略人事部とア

（注）2．個々の施策については同社HPを参照
3 ．サンクスカードなどの呼び方もある。また、同社は仮想チップを用いて感謝の意思を伝えるが、目に見える形のチップを
贈呈する企業もある。

図表2　クレディセゾンの概要	
商 号 株式会社 クレディセゾン

会 社 設 立 1951年5月1日

本 社 所 在 地 東京都豊島区

資 本 金 759億29百万円

営 業 内 容 ペイメント・リース・ファイナンス・
不動産関連ほか

従 業 員 数 3,239人

（備考）1 ．上記従業員のほかに嘱託、パートおよびアルバ
イトを雇用しており、 その期中平均雇用人数は
647人 （1日7.5時間換算）となる。

2．2019年9月末
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ライアンス開発部が中心となり、自社内でプ

ログラムを構築した。既存の社内ネットワー

クシステムを活用したため、初期投資を抑えら

れたほか、ランニングコストの負担も小さい。

　同制度の導入目的は、①社内コミュニケー

ションの活性化による生産性向上、②賞賛の

可視化による感謝された社員のフォーカスで

ある。部門間やチーム内で「ちょっとお願い

（またはお礼）したい」と思っても、近年は

なかなか面と向かって言い難い雰囲気がある

のも事実である。そこで気軽に感謝を伝え合

える仕組みが必要と考えた。また、通常の評

価制度などでは可視化しにくい、日々の細や

かな貢献を見落さず称賛することができる。

（2）仕組み

　同制度は、同社の社員が同僚や上司、部下

などに感謝を伝える際に「永久不滅チップ」

を贈呈する（送る）仕組みである（図表4）。

永久不滅チップは、1チップ、5チップ、10

チップの3種類からなるが、あくまでもシス

テム上の仮想チップである。

永久不滅ポイント＋
お礼の文面（例：昨日はありがとう）

・5チップで1ポイントの永久不滅ポイントに
還元（上限200ポイント）
・1ポイントは5円相当の社員用カードに反映
・前月分は翌月リセット

A部署のB氏 C部署のD氏

・PCで送る（贈呈）
・導入目的に沿えば使い方は自由
・人数、ポイントの制限などはなし

図表3　永久不滅チップのイメージ

（備考）クレディセゾン資料より信金中央金庫 地域・中小企業研究所作成

図表4　永久不滅チップの仕組み

（出所）クレディセゾン
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　受領した永久不滅チップは月次で集計さ

れ、5チップで1ポイントの「永久不滅ポイ

ント」に自動変換される。この永久不滅ポイ

ントは、1ポイント5円に相当し、翌月の社

員用カード（注4）のポイントに反映される。た

だし永久不滅チップの永久不滅ポイントへの

変換は月間200ポイントまでであり、金額で

は1,000円が上限となる。また貯まったチッ

プは毎月リセットされる。なお、永久不滅ポ

イントの原資は福利厚生費であり、同社が支

出する（永久不滅チップを贈呈した社員に金

銭的な負担はない）。

　一人の社員が贈呈できる人数やチップ数に

制限を設けていない。誰にでも、何人にで

も、何チップでも贈呈できる。贈呈目的にそ

ぐわない授受がないか事務局で管理するほ

か、授受枚数の上位者を定期的に社内で共有

している。

（3）贈呈の方法

　同社の社員は、パソコンの画面上で永久不

滅チップを贈呈する。気軽に同制度を活用で

きるよう、パソコン画面上の「感謝ボタン」

で、贈呈先と贈呈ポイントを入力し、送信す

るだけである。その際、簡単なお礼コメント

も入力可能である。

　受領した永久不滅チップの永久不滅ポイン

トへの変換も自動で行われるので、特に社員

が手続きなどを行う必要もない。実施にあ

たっては、社員向けに手順書を社内通知した

程度である。

（4）評価等

　導入から約10か月が経過した2019年10月

時点の利用状況をみると、全社員の3分の1

に相当する1,000人が同制度を利用している。

利用例では、個人間、部門間、部門（チー

ム）内での贈呈など多岐に亘る。永久不滅ポ

イントへの換金額は10万円強となる。1人あ

たり金額換算で数円～数十円だが、金額では

なく感謝されることに価値を見出す社員が多

いようである。

　導入効果として、社内コミュニケーション

が格段に向上したと同社では評価する。感謝

の気持ちを表すことで、良い関係性が築け仕

事の質も向上している。また、他部署の社員

に関心を持つ社員が増え、上司と部下との距

離が縮まったとの意見もある。

　一方で、未利用社員もまだ多いことが課題

である。同社では、さらなる活用拡大に向け

周知を図っていく。

4	．社内ベンチャー制度「SWITCH	
SAISON」

（1）導入の目的

　クレディセゾンは、2019年4月に社内ベン

チャー制度「SWITCH SAISON」を導入し、

社員のアイデア実現のサポートを開始した。

　もともと同社には「ドリームプラン」と言

う名称の社内提案制度があったが、近年、応

募が伸び悩んでいた。この要因の一つに、ド

リームプランにおいて社員は「提案するこ

と」だけに注力し、実現させたいという本気

（注）4．社員用カード･･･共済会の会員証を兼ねた社員用クレジットカード
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度や、会社のバックアップ体制に課題がある

と同社は考えた。また、提案を行った社員の

多くは、報奨金のためにアイデアを提案する

のではなく、「会社を良くしたい」「自己実現を

したい」などの想いが強いようであった（注5）。

　そこで同社は、ドリームプランを見直し、

新 た に 社 内 ベ ン チ ャ ー 制 度「SWITCH 

SAISON」を導入した。導入目的は、①現場

の社員のアイデアを吸い上げ経営に役立たせ

ること、②社員のモチベーション向上や企画

立案などのスキルを磨くことである。会社を

良くしたいと言った社員のニーズに応えるこ

とで個々人の満足度を高めると同時に、同社

の成長に繋がる新規事業・サービスの立上げ

を期待する（図表5）。

（2）仕組み

　同制度は、ボトムアップ型イントレプレ

ナー（社内起業家）制度である。「イントレ

プレナー」とは、企業内で新規事業を立ち上

げる「社内起業家」のことで、一般的な外部

起業家の「アントレプレナー」と使い分けら

れる。

　同制度のコンセプトは、①マネージャーが

本気になり社員をリードする、②イントレプ

レナー育成の場を提供する、③提案内容を実

現するため、会社がサポートするである。会

社を良くしたいと言う社員の想いに対し、会

社として本気で応える仕組みであり、新規事

業・サービス提供の模索と同時に、社員の育

成やモチベーション向上に資する施策と位置

付けられる。同制度の概要は次のとおりであ

る（図表6）。

　エントリーから最終審査、採択までの期間

は、6か月を1期間とし、年2回実施する。業

務の一環として取り組むものであり、業務時

間中に企画やブラッシュアップを行う。

　提案は、同社社員であれば新入社員や嘱託

（注）5．ドリームプランでは、採用された提案に最高100万円の報奨金を支給した。

DoDo

CheckCheckActionAction

PlanPlan

②開発期間・DemoDay

・メンターとチーム制になり
　約2か月間開発を行う

③評価

・業績加算
・表彰式での表彰

①エントリー・
　ピッチプレゼン

・事業化に向けた想いを
　発信する

④事業化

・必要な場合は部署異動
・事業開発費用の提供

会社のアクション

個人のアクション

チャレンジ業務拡大半期ごとに繰返し

図表5　SWITCH	SAISONの全体像（PDCAサイクル）

（備考）図表5～7までクレディセゾン資料より信金中央金庫 地域・中小企業研究所作成
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社員なども可能である。個人での応募のほ

か、部門単位や有志によるグループでのエン

トリーも認める。

　提案内容は、新規事業・サービス提供に関

するものを中心に、特に制限は設けていな

い。ただし同制度の趣旨に則り、単なる事務

改善の提案ではなく、次世代の会社を支える

事業やサービスを求めている。

　同制度の事務局は、戦略人事部とアライア

ンス開発部である。

　同制度の提案について、件数ノルマなどは

ない。提案が実現した場合、ドリームプラン

のような報奨金は支給しないが、当該提案者

の個人業績に加算され、また社内に周知・表

彰式で表彰される。社員にとっては、提案し

たアイデアを自らブラッシュアップし、さら

に希望すれば提案した新規事業・サービスの

担当部署に異動できるなど、積極的に関わる

ことがインセンティブになるとみられる。

　同社は、社員のチャレンジ意欲を促したい

ため、途中で状況が変化し提案を取り下げる

ことも認めている。また、最終的な採択につ

いて件数制限は設けていない。絶対評価で審

査が行われるので、極論すると10件や20件

採択する可能性もあるし、逆に0件となる

ケースもあり得る。

（3）第1期の流れ

　第1期の流れは以下のとおりである。①エ

ントリー、②一次審査、③二次審査、④開発期

間、⑤DemoDay、⑥事業化からなる（図表7）。

図表6　SWITCH	SAISONの概要	
名　　称 社内ベンチャープログラム「SWITCH SAISON」

期　　間 半年で1期（4～9月、10～翌3月）

応募資格 同社社員（嘱託社員などを含む）

テ ー マ 新規事業・サービスに関する提案（原則として制限なし）

事 務 局 戦略人事部およびアライアンス開発部

位置付け 提案、ブラッシュアップなどは業務の一環として実施

そ の 他 採用（事業化）の件数制限などはない（絶対評価による審査の実施）

エントリー 一次審査 二次審査 開発期間 DemoDay 事業化

書類審査 ピッチプレゼン メンターとチーム
で事業計画

最終プレゼン＆
グランプリ決定

第
一
期
の
例

113件の
エントリー

22件の
通過

5件の
通過

3件の
事業化へ

図表7　第1期の流れ

（備考）第2期以降も同様の流れで実施予定である。
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①	　エントリー（応募）…2019年4月1日

～4月30日

　エントリーでは、より多くの社員がアイ

デアを提案できるようにエントリーシート

をA4版1枚とした。この段階では、詳細な

提案内容より事業化に向けた想いを発信し

てもらうのが目的である。第1期の場合、

113件のエントリーが寄せられた。

② 　一次審査（書類審査）…2019年5月上

旬～中旬

　集まったエントリーについて、事務局と

関連部門長が書類審査した。審査基準は事

業としての実現可能性や同社との親和性な

どである。日常業務を抱えつつの審査であ

るため、第1期では1週間程度を要し、最

終的に22件が通過した。

③ 　二次審査（ピッチプレゼン）…2019

年6月12日

　一次審査を通過した提案は、一次審査通

過から1か月後に開催する二次審査（ピッ

チプレゼン）に進むことになる。この間、

提案者は業務時間などを工夫して提案内容

をブラッシュアップする必要がある。

　二次審査は、1案件4分間のピッチプレ

ゼンを行うものである。会場は、本社会議

室で、役員、新規事業の担当者、事務局な

どが審査を担当する。第1期では22件のう

ち5件が二次審査を通過した。

　④　開発期間…2019年6月下旬～9月

　二次審査を通過した提案は、実現性が見

込める内容のため、同社が全面的にサポー

トする。提案者に「メンター」を付け、チー

ムとして約2か月程度をかけて本格的な事

業化案にまでブラッシュアップする。ここ

で言うメンターとは、提案内容を事業化す

るためのサポーターであり、提案内容が実

現可能なレベルに達するよう関連部門の社

員などが協力している。業務の一環であ

り、メンターも業務時間中にサポートする。

⑤ 　DemoDay…2019年9月25日

　最終審査がDemoDayで、同社オープン

フロアを用いてプレゼンを実施する。第1

期は業務時間中の開催にかかわらず100人

を超える社員が見学・応援した。同社の役

員が最終審査を行い、採択された提案につ

いて事業化のゴーサインが出る。第1期の

場合は5件中3件が採択され、現在、事業

化に向けた準備が進められている。

（4）評価等

　2019年10月から実施中の第2期には、200

件近いエントリーがあり、同制度に対する社

員の関心の高さが窺える。

　エントリー内容をみると、新規事業関連や

ポイント関連の割合が高い。社員の属性で

は、本社よりも支社からのエントリーが多

く、本社では吸い上げられないアイデアの発

掘に繋がっている。エントリーしてきた社員

の年齢構成は30～40代が中心だが、なかに



	 調　査	 33

は60代社員からの提案などもあり、同社で

は会社を良くしたいと言う問題意識を持つ潜

在的な社員は非常に多く、また同制度が彼

（女）らの想いの発信の場になりつつあると

評価する。

　今後の課題として、エントリー内容の質に

バラツキがみられたことが挙げられる。なか

には同制度の趣旨と異なる提案もみられた。

ただし同制度の導入初年度であり、社員が自

身の想いを声に出すといった風土づくりに重

点を置きたかったため、提案の質よりエント

リー件数を増やし、新制度を周知させること

に力点を置いた。今後、社員および事務局の

双方が制度運営のノウハウを蓄積し、提案の

質と量の改善を図りたい意向である。

おわりに

　常勤役職員数の減少を受け、信用金庫の本

部、営業店の双方で日常業務に追われる状況

に陥りつつある。人間関係が希薄化の方向に

ある現在、面と向かって感謝を伝えにくい職

員も増えているのではないだろうか。だとす

るならば、本稿で紹介したクレディセゾンの

ように仕組みとして感謝を伝え合う制度の導

入は、信用金庫においても検討する余地があ

ると考える。

　また、自金庫をより良くしたいと言う職員

の想いに応える制度として、同社のように提

案した職員を金庫が全面支援する仕組みを取

り入れても良いのではないか。
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（キーワード）�大規模災害、グループ補助金、移動金融店舗車、信用金庫業界の連携

（視　点）

　近年、全国各地で大規模な自然災害が発生し、地域住民や中小企業に深刻な影響を与えている。

こうした自然災害によって地域金融機関である信用金庫自身も被災するケースが増えてきた。

　本稿では、2018年7月に発生した西日本豪雨災害において、大きな被害を受けた吉備信用金

庫の当時の状況、当金庫による地域の復旧・復興への取組み等を紹介したい。

（要　旨）
⃝	吉備信用金庫は、2018年7月に発生した西日本豪雨によって被害を受け、倉敷市真備町に

立地する真備支店および川辺支店は河川の氾濫により水没し、臨時休業を余儀なくされた。
⃝	7月7日（土）午前7時に災害対策本部を立ち上げ、8日（日）午前10時に被災した2店舗の臨時

休業、災害相談窓口の設置、預金払戻しの特例措置を決定し、ホームページで公表した。
⃝	被災店舗の顧客については、本店営業部に臨時窓口を設置し対応した。被災者の資金繰り

等に不測の事態が生じないように、被災者向けの融資商品の創設、公的支援制度を活用した。
⃝	被災店舗の営業再開までの暫定措置として、移動金融店舗車を活用した。
⃝	被災事業者の復興を支援する「グループ補助金」の活用、復興企業を応援するセミナーの

開催、真備町の復興を考える当金庫職員の意見交換会の実施を通じて、地域の復興に向け

た取組みを進めていった。
⃝	被災した2つの支店については、地域コミュニティの拠点としての役割も担っているため存

続を決定し、建替を行って営業を再開した。
⃝	被災地の人口減少が顕著であり、今後は、住民が安心して暮らせるまちづくりが課題にな

る。当金庫は、行政と協力し、新たなまちづくりへの支援に取り組んでいる。

調 査

大規模災害時における地域金融機関の対応と 
復旧・復興への取組み

－2018年7月 西日本豪雨災害で被災した吉備信用金庫の事例より－

信金中央金庫 地域・中小企業研究所長

松崎　英一

信金中央金庫 地域・中小企業研究所調査役

小林　泰久
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はじめに

　近年、全国各地で大規模な自然災害が発生

し、地域住民や中小企業に深刻な影響を与え

ている。こうした自然災害によって地域金融

機関である信用金庫自身も被災するケースが

増えてきた。特に、信用金庫は、狭域に稠密な

店舗展開をしている特性上、局地的な自然災

害でもその影響を受けやすく、単独で解決困

難な問題に直面する場合がある。今後も大規

模災害が発生することが予想され、信用金庫

は、自らの備えに加えて、地域を守るという役

割発揮の重要性が高まるものと予想される。

　本稿では、2018年7月に発生した西日本豪

雨災害において、甚大な被害を受けた岡山県

倉敷市真備町に店舗展開している吉備信用金

庫の当時の状況・対応とともに、当金庫によ

る地域の復旧・復興への取組み、当金庫取引

先の被災から事業再開までのプロセスをとり

まとめた。

　なお、本稿は、2019年7月に信金中央金庫	

地域・中小企業研究所が主催した「危機管理

セミナー」での吉備信用金庫による講演内容

と2019年11月に現地取材した内容をもとに

作成している。

1．西日本豪雨災害について

（1）吉備信用金庫の概要

　吉備信用金庫（以下、「当金庫」という。）

は、岡山県総社市に本店を置き、総社市、岡

山市および倉敷市に12店舗を展開している

（図表1、2）。

　2018年7月に発生した西日本豪雨は、当金

庫の店舗が立地する3つの市に甚大な被害を

与えたが、なかでも倉敷市真備町の真備支店

および川辺支店は河川の氾濫により水没し、

臨時休業を余儀なくされた。

（2	）当金庫営業エリアにおける西日本豪雨

災害の概要

　2018年6月29日（金）に発生した台風7号は、

7月4日（水）に日本海へ抜けたが、7月5日

（木）から太平洋高気圧の影響で梅雨前線が南

下し、西日本付近に停滞した。そこに湿った

図表1　吉備信用金庫の概要	
名 称 吉備信用金庫

設 立 昭和25（1950）年10月1日

本 店 所 在 地 岡山県総社市中央2丁目1-1

理 事 長 清水	宏之

預 金 1,771億円

貸 出 金 619億円

店 舗 数 12店舗

役 職 員 数 143名

（備考）1	．当金庫ホームページより信金中央金庫	地域・中
小企業研究所作成
2．2019年3月31日現在

図表2　吉備信用金庫本店

（備考）当金庫ホームページより
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空気が流れ込み記録的な大雨が続いた。

　当金庫が本店を置く岡山県総社市では、7

月6日（金）から7日（土）にかけて大雨特別警

報が発令された。同市内のアルミ工場では、

周囲が冠水し、アルミニウムの溶解炉が水に

つかったため水蒸気爆発が発生した。この爆

発によって周囲の多数の建物の窓ガラスが割

れ、火災で付近の民家や倉庫などが全焼する

被害があった。

　当金庫が3店舗を設置している倉敷市で

は、同市を流れる小田川の堤防の決壊に伴う

氾濫等により、大きな被害が発生した。特

に、倉敷市真備町では、小田川の合流先であ

る高梁川の増水に伴い水がせき止められる

「バックウォーター現象」により、7月6日

（金）から7日（土）にかけて、小田川と支流の

高馬川、末政川、真谷川などの堤防が決壊し

被害が大きくなった（図表3、4）。

小田川

高梁川

当金庫 真備支店

当金庫 川辺支店

決壊

真谷川決壊

高馬川

末政川

図表3　倉敷市真備町における推定浸水範囲、決壊箇所および当金庫の店舗位置

（備考）国土地理院公表資料に基づき、信金中央金庫	地域・中小企業研究所作成

図表4　周辺地域の被害状況	
総社市（2019年3月時点） 倉敷市（2019年4月時点）

全壊 84棟 4,646棟

大規模半壊 170棟 452棟

半壊 371棟 394棟

死者 7人（関連死の3人を含む。） 59人（関連死の7人を含む。）

商工被害数 31先 260先（真備町のみ）

被害額 2,091百万円 8,395百万円

（備考）自治体公表資料より信金中央金庫	地域・中小企業研究所作成
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（3）当金庫の被害状況

　倉敷市真備町内に立地する真備支店および

川辺支店はともに1階が水没し、水が引くま

で店舗内に入れない状態になった。7月8日

（日）の午後になると徐々に水位が下がり始

め、店舗内の様子を確認することができるよ

うになった。店舗1階の設備、備品で使用で

きるものはなく、敷地内に駐車していた営業

車、オートバイも同様の状況であった。現

金、重要書類の大部分は水没したものの、

11日（水）には両店舗とも店舗外への搬出は

概ね完了した（図表5、6）。

　両支店とも1階天井付近まで水没し、室内

クリーニング等で対応できる状態ではないと

判断された。この時点では再開の見込みは

まったく立たず、店舗の建替や仮設事務所の

設置などを検討する必要があると考えられ、

営業再開まで数か月単位の時間を要するもの

と予想された。

　真備支店長は、被災直後の状況を振り返

り、「自宅は氾濫した小田川の土手のすぐそ

ばに位置しており、西日本豪雨の当日は、こ

れまで経験のないような異常な川の水量と水

の勢いであった。そこで避難指示が出される

前に自主的に避難し、家族に被害はなかっ

た。その後、小田川の堤防が決壊して、自宅

は2階の3分の2ぐらいの高さまで浸水した。

自宅敷地内は7月9日（月）の朝まで水が引か

ず、被災直後は自宅の後片付け等のために休

暇を取得することとなり、支店の復旧に携わ

ることができなかった。」と述べている。

　また、川辺支店長によると、「7月6日（金）

の夜に支店の様子を見に行こうと試みたが、

既に自宅に浸水が始まり、支店に通じる道路

は水をかぶり移動することができなかった。

7日（土）の朝になると、支店の周囲は完全に

冠水し、水が引いて店舗の状況を確認できた

のは、8日（日）の午後6時頃になってからで

あった。自宅の被害が大きかったこともあ

り、それまで店舗の様子を本部に報告できな

かった。」とのことだった。

　当金庫の本店が所在する総社市内では、美

袋支店において浸水が発生した。しかしなが

ら、同支店については、一部機器の故障が

あったものの、復旧の見込みが立ち、職員が

図表5　被災直後の店舗の様子

図表6　浸水被害を受けたATM

（備考）図表5、6とも吉備信用金庫	提供
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床上浸水したフロアの清掃を行い、7月8日

（日）からATMは稼働し、7月9日（月）から通

常営業できることとなった。

　なお、7月8日（日）午後4時の時点で、役職

員に死亡者や怪我人等はなく、真備町在住職

員の自宅が浸水し、被災後最初の営業日であ

る7月9日（月）に約20名の職員が出勤できな

い見込みであった。

　当金庫では、以前から危機管理にかかる態

勢整備や訓練に取り組んできたものの、岡山

県は年間降水量の少ない県であり、「晴れの

国」とも呼ばれ、大規模な水害にあった経験

がほとんどなかったため、店舗の被災状況、役

職員の安否確認等で混乱する場面もあった。

　被災した職員については、金庫職員のボラ

ンティアによる片付け、5日間の特別休暇、

住宅・通勤車ローン優遇、信用金庫・職員か

らの義援金などで支援したが、2か月以上出

勤できない職員も発生するなど、金庫職員自

身も厳しい状況に直面した。

（4）災害対策本部の設置

　このような状況の中、当金庫は、7月7日

（土）の午前7時に災害対策本部を立ち上げ、

以降2週間にわたって毎日対策会議を開き、

取り組むべき優先課題等について検討を重ね

た（図表7）。

　対策会議では、7月8日（日）に、9日（月）以

降の両支店の臨時休業を決定し、災害相談窓

口を本部と全営業店に設置することとした。

預金の払戻しについては、特別措置として、

預金通帳、届出印鑑がなくても、携帯電話の

番号や生年月日等の聞取りで、本人であるこ

とが確認できれば、20万円を上限に払出し

図表7　当金庫の対応状況		
日時 対応事項

7月6日（金） 16：00 総社市美袋地区に避難指示が発出され、美袋支店に帰宅を指示

17：00 職員へ豪雨等に対する警戒・緊急事態発生時の対応を指示

22：30 役員間で緊急時には災害対策本部を立ち上げることを確認

7月7日（土） 	5：30 報道で豪雨災害を確認

	7：00 役員・本部部長を召集し災害対策本部を立上げ
・	全役職員の安否を確認（155名に一斉メール発信）…26名が返信なく、各部店緊急連絡網にて確認
・被災状況を情報収集
・支店長を通じて店舗状況を確認（真備支店・川辺支店は確認不能、美袋支店の浸水を確認）
・真備支店、川辺支店、美袋支店でATMが不稼働となる
・関連機関へ連絡

7月8日（日） 10：00 以下の事項を災害対策本部にて協議・決定
・真備支店、川辺支店の臨時休業
・災害相談窓口を本部と全営業店に設置
・預金払戻しの特別措置
・上記対応を金庫HPにて公表

13：00 全営業店管理者、本部管理者を召集
・	7月9日（月）以降の営業体制とお客様対応について指示（真備支店・川辺支店以外は営業に影響
がないことを確認）

・美袋支店ATMが稼働、電気系統を確認、職員が床上浸水の清掃実施
・職員の被災状況を再度確認（連絡がつかない1名を除き10数名の被災を確認）

（備考）吉備信用金庫作成資料にもとづき、信金中央金庫	地域・中小企業研究所作成	
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に応じた。また、預金通帳・証書の再発行

は、印鑑、本人確認書類なくても手続きを行

い、口座開設の場合は、本人確認書類が準備

できるまで申告のみで対応することとした。

　融資については、被災者から返済の猶予を

求める依頼が多数発生したので、特例措置と

して、任意返済にするとともに、延滞利息の

徴求はしないこととして通常利率を適用し

た。融資の申込みにあたっては、拇印での申

込みを受け付け、実印、印鑑証明書、決算書

等は後日徴求の取扱いで対応した。

　このような特例措置については、当金庫の

ホームページで公表し、周知を図った。

2．復旧に向けた取組みについて

（1）復旧に向けた金融面の対応

　臨時休業を余儀なくされた真備支店および

川辺支店の顧客については、7月8日（月）よ

り、被災地から約10km離れた総社市の本店

営業部に臨時窓口を設置し対応した。臨時窓

口の来店客へは、理事長名のお見舞文、特例

措置の案内、支援者から届いたタオル、飲料

等を配布するなどの対応を図った（図表8）。

　このような臨時の相談窓口は、しばらくの

間、平日だけでなく土日祝日も開いた。来店

客からの相談内容は、被災当初、損害保険の

加入状況の確認が多かったが、時間の経過と

ともにローンの支払い停止等の相談が増えて

いった。

　また、被災当初は、顧客から持ち込まれる

汚れた紙幣の交換や入金に追われた。被災店

舗のオートキャッシャー、オープン出納機、

ATMから現金を回収し、洗浄・乾燥する作

業が続いた。職員数人が回収した現金の精査

に取り組んだが、3日間も要するなど難航を

極めた。

　被災店舗の1階営業室に保管していた書類

は泥にまみれていた。こうした書類の復元方

法は、東日本大震災時に津波被害にあった信

用金庫のノウハウを活用した。泥水に浸った

紙は、時間が経過するにしたがって乾燥し付

着してはがれにくくなってしまうので、ビ

ニール袋に入れて乾燥を防ぐ措置を図った。

水没した書類については、債権関係書類を中

心に対象書類を選定し、書類のクリーニング

処理にノウハウを持つ企業に依頼して再生を

図ったが、その他の書類については、廃棄せ

ざるを得ないものも多かった（図表9）。

　被災者向けの融資商品が必要と考え、被災

2日後に当金庫の既存融資商品の条件を緩和

した特別融資商品の提供を開始し、ホーム

ページで公表した。災害復旧個人ローン（生

活再建にかかる資金、資金使途を拡大、500

万円以内）、災害復旧特別融資（災害復旧に

要する運転・設備資金、柔軟に対応）、災害

図表8　本店営業部に設置した臨時窓口

（備考）吉備信用金庫	提供
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復旧住宅ローン（災害復旧にかかる住宅関連

資金、事務手数料を無料化）などを準備し

た。被災直後は、当面の衣食住が優先され、

信用金庫に借入を申し込む状況にはなく、被

災後1か月が経過する頃から徐々に申込みが

増えていった。

　公的支援制度は、グループ補助金が創設さ

れた8月になって発表された。倉敷市の中小

企業向け緊急融資制度は、セーフティネット

保証の認定を受けた事業所に対し、低利で信

用保証料を全額補助する融資制度で、被災2

店舗で約10億円が実行された。そのほか岡

山県の危機対策資金、グループ補助金のつな

ぎ資金と自己資本金相当分を長期間無利子で

行うグループ補助金無利子貸付制度が用意さ

れた。

（2）被災直後の顧客の動向把握

　被災から数日が経過し、被災地に足を踏み

入れられるようになると、当金庫理事長、役

員、支店長が被災した取引先を訪問し、救援

物資を届ける活動を開始した（図表10）。

　なお、救援物資の確保にあたっては、中国

地区信用金庫協会の迅速な指揮や、中国地区

をはじめ全国の信用金庫からの資金面・物資

面での援助が大きな助けとなった。

　真備支店長は、「被災直後の真備町は、道

路の両端に粗大ゴミが集積し、2車線の道路

が実質1車線しかない状態だった。支店の営

業車やオートバイなどは水没して全て使用で

きず、本部が調達したレンタカーで、事業者

を中心に取引先の状況を確認した。被災直後

は、時間をかけて被災者の状況を確認して

回ったため、1日に5～6先も訪問できれば良

いほうだった。当時は町内の自動車の多くが

水没していたため、レンタカーの需給が逼迫

し、本部が調達したレンタカーは、近畿地区

のナンバーなど遠方のものだった。個人客の

安否確認は難航し、被災から1年以上経過し

ても安否確認できない取引先が存在する。一

方、事業先については、日中路上等で事業所

の片付けをしているケースが多かったことか

ら、被害状況の確認は比較的容易であっ

た。」と述べている。

　また、川辺支店長は、「事業先について

は、日頃からネットワーク作りに努めていた

図表9　本店会議室に運ばれた水没書類	

（備考）吉備信用金庫	提供	

図表10　粗大ゴミが積みあがる幹線道路

（備考）吉備信用金庫	提供
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ので、被災後の動向を比較的容易に把握する

ことができた。ただ、個人客の中には連絡を

取ることが難しい先もあり、特に高齢者は固

定電話のみが多かったので、全く連絡が取れ

ない先もあった。そこで連絡のつかない顧客

に対して、安否確認を目的としたダイレクト

メールを郵送した。顧客台帳の住所と異なる

場所に居住している場合でも、転送届を出し

ていれば転居先に転送されるので、連絡先を

確認することができたケースもあった。」と

コメントしている。

（3）移動金融店舗車の活用

　被災直後、当金庫理事長が川辺支店の被害

状況を確認した際、直感的に「ここで職員に

仕事をさせるわけにはいかない。」と感じ、

リフォームではなく建替の方向で検討する旨

方針が示された。

　対策会議においても、急いで決めなければ

ならない事項が目白押しの中で、特に被災し

た2支店をどのような形態で再開させるかは

重要なテーマであった。近年の金融機関を取

り巻く経営環境の変化を踏まえると、将来的

に店舗やATMの役割が縮小することは明ら

かで、約3kmという2支店間の距離を考慮す

ると、検討段階で1店舗に統合する効率化案

も出された。

　しかし、復興の先頭に立つべき地域金融機

関が被災地で店舗機能を縮小するわけにはい

かないと考え、2店舗を存続させるが、再建の

スピードを最優先することとし、建物は軽量

鉄骨造りのコンパクトな店舗にすることが決

定された。さらに、川辺支店を真備支店のサ

テライト店という位置づけにし、将来的には

相談機能に特化した店舗とすることとした。

　また、新店舗での再開までの暫定措置とし

て仮設店舗を建設することが検討されたが、

完成までに約2か月かかるということ、被災

している真備町内に仮店舗候補地が容易に見

つからないことなどを理由に、移動金融店舗

車を購入する案が浮上した。

　移動金融店舗車については、2017年に信

金中央金庫	地域・中小企業研究所主催で開

催された「店舗戦略セミナー」で、東海地方

の信用金庫の導入事例を知り、2020年に予

定している70周年記念事業として購入を検

討していた。その結果、2店舗の仮設店舗建

設費用の範囲内で移動金融店舗車が購入可能

であることや、今後災害や店舗建替時に活用

できる等の理由により購入を決定した。

　しかし、関連業者からは納車までに数か月

間を要するとの回答が返ってきたため、信金

中央金庫岡山支店に対し、移動金融店舗車の

借用について相談した。いくつかの信用金庫

が貸与可の旨申し出てくれたが、当金庫から

の距離等を勘案し、和歌山県の新宮信用金庫

に依頼することになった。同金庫は、わずか

3日間で財務局との調整やシステム上の変更

を済ませ、職員の運転により約8時間かけて

輸送し、当金庫への引継ぎまでを丁寧に実施

した。当該店舗車は、ATM、相談カウンター、

テラーマシーンを装備したものであり、7月

25日（水）から運用を開始した（図表11）。

　新宮信用金庫から借用した移動金融店舗車
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は、他の金融機関が営業再開できない状況の

中で、地元で話題になった。倉敷市から避難

所4か所での通帳再発行の手続について要請

を受け、避難所になっていた小学校でも活躍

した。車体には、「しんきんの絆により、新

宮信用金庫から応援を頂きました」とステッ

カーを貼り、信用金庫業界の連携の強さをア

ピールした。

3．復興に向けた取組みについて

（1）復興に向けた当金庫の姿勢・態勢整備

　当金庫は、被災地域の復興にあたって、①被

災者の心情に配慮し、できることは何でもす

る、あらゆる相談に応じる、②地域経済の復

興にあたって、グループ補助金に全力で取り

組む、新たなまちづくりに計画段階から取り

組む、③融資姿勢については、実績に捉われ

ず、経営者の熱意と思いに応える、書式・形

式が整わなくても、スピード最優先で実行す

る、という姿勢で対応した。

　また、被災直後は復旧対応として、ほぼ全

役職員で被災した取引先への相談、被災店舗

の片付けや現金精査等に当たっていたが、通

常業務に支障が出るようになったため、復興

に向けた態勢整備に取り組むこととなった。

　まず、7月9日（月）から8月6日（月）まで、被

災した取引先をあらゆる面から支援する「復

興支援プロジェクト」を発足させた。同プロ

ジェクトは、本部役職員7名、他店からの応

援職員3名、被災支店職員で構成され、融資

の条件変更、復興支援活動等に取り組んだ。

　次に、当面の混乱が収束した1か月後の8

月6日（月）から翌年3月31日（日）まで、被災取

引先の事業・住宅の復興をサポートする「復

興支援室」を設置した。同室は、本部職員8名

と他店職員3名で構成され、補助金申請や融

資相談、住宅ローン相談活動に取り組んだ。

　2019年4月1日（月）からは、被災地域の

「まちづくり」に関わることが当金庫の使命

と考え、「まちづくり支援室」を立ち上げた。

同室の室長は川辺支店長が兼務し、各種団体

と連携して、まちづくり活動に取り組んだ。

　なお、被災した真備支店および川辺支店の

職員は、1か月後に本店大会議室に机、備品

を用意し、当面その仮事務所で執務すること

になった。

（2）グループ補助金の活用

　復興に向けた対応の中で、特に効果を発揮

したのが、国・県が連携して被災事業者の復

興を支援するグループ補助金であった。グ

ループ補助金とは、被災した設備にかかる復

元費用の4分の3を補助する制度であり、共

通点を持った複数企業によるグループ単位で

申請するという特徴がある。東日本大震災や

図表11　新宮信用金庫の移動金融店舗車	

（備考）吉備信用金庫	提供	
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熊本地震においてもグループ補助金は活用さ

れており、事業者復興の「切り札」といわれ

る補助金である。

　被災事業者へのグループ補助金の申請支援

にあたっては、専門的な知識が求められるこ

とから、業界ネットワークを大いに活用し

た。熊本第一信用金庫は、熊本地震で被災し

た経験で培ったグループ補助金申請支援にか

かるノウハウを提供した。当金庫の急な熊本

視察依頼に快く応じてくれたほか、グループ

補助金申請にかかる中国地区信用金庫向け勉

強会の講師も務めた。

　また、倉敷市に本店を置く玉島信用金庫

は、中小企業診断士の資格を有する職員を応

援に派遣した。グループ補助金等の各種補助

金申請手続きを支援する「サポートデスク」に

配属され、被災事業者からの相談に対応した。

　被災直後は、事業再開を断念する経営者が

多かったが、グループ補助金が決定すると、

事業者の中に安心感が広がり、事業継続を前

向きに考える経営者が増えていった。ただ

し、補助金の申請から交付までには相当時間

を要するため、セーフティネット保証の活用

や当金庫プロパーの特別融資商品の活用を提

案した。

　また、復興企業を応援するセミナーの開

催、真備町の復興を考える当金庫職員の意見

交換会の実施などを通じて、復興に向けた取

組みを進めていった。

（3）復興イベントの開催

　被災から3か月が過ぎた10月27日（土）に、

真備支店および川辺支店の職員が、被災した

飲食店の復興を応援する目的でイベントを計

画した。この復興イベント「がんばろう真備

～食べ歩き横町＆スマイル相談車お披露目式

～」には、店舗再開のめどが立たない焼き肉

店、うどん店など飲食店13業者が出店し、

離ればなれになった住民の再会の場となっ

た。約1,300人の来場数を数え、懐かしい真

備町の味を楽しむ機会にもなった。一時は再

開を断念した事業者の中には、お客様の喜ぶ

顔を見て再開することを決意した飲食店もあ

り、復興に向けた有意義なイベントとなっ

た。この復興イベントでは、新宮信用金庫か

ら3か月間借用していた移動金融店舗車を返

却し、当金庫が新たに購入した「スマイル相

談車」を披露した。

　スマイル相談車は、10月29日（月）から営

業をスタートした。運転手を兼務する専属の

係長と本部・営業店からの応援職員1名によ

る2名体制で、普通預金の入出金、通帳繰

越・再発行手続等の預金業務、その他相談業

務に従事した。1日あたりの利用者数は当初

約50名であったが、12月には約100名、2月

図表12　当金庫のスマイル相談車	

（備考）吉備信用金庫	提供
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の年金支給日には約190名の利用があり、

徐々に浸透し活躍した（図表12）。

（4）被災店舗の営業再開

　被災した店舗について、被災直後に顧客か

ら「店舗が無くなるのではないか」と言う声

があがり、風評リスクに配慮しながら対応を

進めた。被災店舗を取り壊し、以前と同じ場

所に店舗を新築する間、移動金融店舗車を敷

地内に配置した。これにより顧客に安心感が

広がる効果があったほか、店舗のリニューア

ルオープンのアナウンスも円滑に行うことが

できた。

　当金庫としても、新店舗を地域の復興のシ

ンボルにすべく一日も早い営業再開を最優先

に努めたが、被災店舗の解体に伴う行政の許

認可や資材不足等を理由に2019年3月の営業

再開予定が5月まで伸びてしまった。

　そのような困難を乗り越え、10か月にわ

たり臨時休業となっていた真備支店および川

辺支店は、5月24日（金）に同時オープンする

ことが決まり、5月19日（日）に「真備・川辺

支店リニューアルオープン＆まちづくりイベ

ント」を開催した。このオープニングイベン

トは、これまで営業再開を待っていた顧客に

感謝の気持ちを伝える場として、また、これ

からのまちづくりを考えるイベントとして企

画された。

　被災店舗の営業再開にあたって、被災店舗

職員が建替後の新店舗で継続して勤務するこ

とへの心理的抵抗に配慮し、一人ひとりに希

望を聞いたところ、全員が配属の継続を希望

した。営業係の職員からは、「取引先の復興

支援を途中で投げ出したくない。町の復興に

関わりたい。」、窓口係の女性からは、「避難

したお客様と再会したい。」という声が多

かった（図表13）。

　一方、地域住民も被災店舗の営業再開を喜

び、来店客の中には、他の地域に避難してい

た当金庫取引先が町内に戻ってきたことを報

告してくれる人もいた。

　このような信用金庫職員の意識や地域住民

の行動は、信用金庫の店舗は単に金融サービ

スの窓口としての機能ばかりでなく、地域コ

ミュニティの拠点としての役割も担っている

ことを実感できるエピソードとなった。

　建替後の真備支店、川辺支店では、「コン

シェルジュ・ボックス」を設け、コンシェル

ジュが来店客を窓口やATMに案内し、テラー

と後方事務担当者間をパーテションで仕切っ

て、来店客に待ち時間を快適に過ごしてもら

えるような構造に変更した（図表14、15）。

　また、西日本豪雨の時に、浸水した家屋の

屋上で救助を待つ住民がいたことを教訓にし

て、両支店の屋上には、救命ボートおよび救

図表13　営業再開の挨拶をする被災店舗職員	

（備考）吉備信用金庫	提供	
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命胴衣を常備することとした。

　被災後、2支店の営業活動は大きく変化し

た。多くの顧客が避難して不在であること

や、住宅ローン・事業性融資の相談、補助金

申請の支援活動に時間が割かれるようにな

り、被災前に行っていた定期積金の集金など

の活動を削減した。2018度からスタートし

た「中期5か年計画」で、渉外活動を相談業

務中心にシフトするタイミングであったこと

もあり、他の営業店に先行したモデル店と

なっている。

（5）被災地復興の課題

　被災から1年弱が経過した2019年5月末時

点で、真備町の商工業者約500社のうち、通

常営業で再開した事業所が約半数、縮小営業

とあわせると約4分の3の事業所が事業再開

を果たした。

　しかし、事業を再開しても、飲食店や小売

店など被災地に住民が戻ってこないと売上が

あがらない生活関連業種は、業績が極端に悪

化した。例えば、新聞配達業者の中には、配

達先が激減し廃業を決めたところもあった。

理容店やクリーニング店なども苦戦を強いら

れている。

　このように復興を妨げているのは、グルー

プ補助金の交付に時間を要する等資金的な理

由だけではなく、売上が望めない状況の中

で、将来像を描けず事業再開をためらってい

る事業者が多いことも大きな要因であった。

また、事業再開のために借入をしても、十分

な売上が確保できないために返済が滞るので

はないかといった不安を抱え、事業再開をた

めらう事業者も多かった。

4	．当金庫取引先の事業再開への取組
みについて

　前述したとおり、被災地の事業者の復興へ

の道は厳しい。そのような状況の中で、当金

庫が店舗改装や設備購入資金の貸付、その他

事業再開のサポートを行い、いち早く営業再

開を果たした洋菓子製造・販売事業者が地域

の復興のシンボルとして活躍している。今

般、ウォール	ウォーレン有限会社の佐藤敦

志代表取締役への取材を通じ、被災時の状

況、事業再開のプロセス、今後の事業展開に

ついてコメントいただいた（図表16、17）。

図表15　建替後の川辺支店	

（備考）図表	14、15とも吉備信用金庫	提供	

図表14　建替後の真備支店	
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（1）被災時の状況

　7月6日（金）、佐藤社長は店舗が所在する

倉敷市真備町外で仕事をしていたが、雨が激

しくなったので、スタッフには午後5時に閉

店し、帰宅するよう電話で指示した。

　翌7月7日（土）の朝方明るくなった頃、周

辺の様子が判明し始めた。午前6時には、店

舗周辺の道路が冠水し車が通行しにくくなる

ほど水があふれていた。自宅から近い店舗の

様子を見に行くと、店舗内への浸水が現実味

を帯びてきた。そこで、午後5時頃に店舗内

の重要な備品等はできるだけ床上に移設し、

預金通帳などの重要書類は自宅に持ち帰っ

た。その後、水位が一気に上昇した。その晩、

避難所に避難をしようかとも考えたが、同居

している家族の中に高齢者も含まれていたた

め、自宅待機を決断した。最終的に自宅2階

のひざ下まで水位が上がってしまった。店舗

内の什器備品も全て水に浸かってしまい、再

利用できたのはテーブルぐらいであった。

（2）事業再開に向けて

　店舗の1階部分の浸水被害がひどく、営業

再開にあたっては、骨組みを残して修復せざ

るを得なかった。廃棄が必要な什器備品は、

取引業者の支援などもあり、翌日には店舗外

に搬出することができた。一時は廃業も頭を

よぎったが、妻が再開に前向きであったこ

と、スタッフが退職せずに事業再開後も就業

してくれると言ってくれたことが事業再開の

後押しになった。

　一時は倉敷市街地への移転も検討したが、

自宅が店舗の近くにあることや、これまで長

く来店いただいた地域のお客様に申し訳ない

と考え、同地での事業再開を決断した。

　店舗の改修は、店舗の設計を担当した設計

事務所を通じて建設業者を紹介してもらい、

複数業者から見積りをとって対応した。事業

再開の決断を速やかに行ったことが功を奏

し、地域の復興が本格的に行われる前に工事

発注ができたので、比較的スムーズに着工で

きた。

　生産設備は、受注生産のものが多く、概ね

3か月程度で納入された。ショーケースは、

既製品で対応可能であった。製造設備は11

月頃から稼動可能となり、12月15日（土）に

再オープンすることとなった（図表18）。

　水害保険の保険金がおりたことも事業再開

図表17　佐藤敦志代表取締役

（備考）吉備信用金庫	提供	

図表16　ウォール	ウォーレン有限会社の概要	
名 称 ウォール	ウォーレン有限会社

所 在 地 岡山県倉敷市真備町川辺538-4

代 表 者 佐藤	敦志

従 業 員 数 約10名（パートを含む。）

事 業 内 容 洋菓子製造・販売

（備考	）当社ホームページ等より信金中央金庫	地域・中小
企業研究所作成	
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ができた大きな理由の一つであった。保険金

で旧店舗の負債を返済することが可能とな

り、新規オープンにかかる開業資金を借り入

れるだけで、事業再開の目処がたったことが

大きかった。

　ただし、事業再開にあたって、旧店舗にか

かる負債は保険金で全額弁済できたものの、

新店舗にかかる資金は新たに借り入れたた

め、実質的には新規に創業したような状況で

あった。水害後の混乱によって詳細な事業計

画を立てることができなかったが、メインバ

ンクである当金庫は、新規借入の申し出に快

く応じてくれた。

　被災した経験を通じて、公私ともに混乱し

た時に事業資金、住宅資金について計画を立

てて書類を整備し、借入を行うのは相当な労

力が必要であると実感し、日頃から付き合っ

ている地域金融機関の重要性を再確認した。

（3）外部からの支援

　事業再開にあたって、事業面では取引業者

のバックアップが大きく、資金面では水害保

険の加入、信用金庫からの迅速な資金調達の

効果が大きかった。

　この外、公的補助金の申請手続きについて

は、司法書士を通じて対応した。グループ補

助金は、岡山県中小企業団体中央会の構成員

となって申請した。同中央会とは、それまで

あまり交流はなかったが、今回の水害をきっ

かけに中央会を通じて地域の他の事業者との

つながりが強くなった。

　地域住民が当社の事業再開を喜んでくれ

て、多くの顧客から励ましの言葉をもらった。

地域の復興の先駆けとして評価してくれたの

か、普段より気前よく購入いただいたお客様

もいた。地元企業が再オープンに併せて開発

した新商品の焼菓子ギフトセットを応援の意

味で購入してくれるようなケースもあった。

（4）今後に向けて

　以前から周辺人口は減少していたが、今回

の被災によってそのテンポはさらに速くなっ

た。周辺人口の減少、人手不足を考えると、

賞味期限が短く手間のかかるケーキなどの生

菓子を主体とするこれまでのやり方で経営を

継続することは難しいと判断し、事業内容の

転換が必要と考え、日持ちする焼菓子のギフ

ト商品のウェイトを高めることにした。

　現在、洋菓子業界は環境変化の波にさらさ

れており、昔ながらの生菓子を主力としてい

た業者が多く倒産・廃業している。以前から

これまでの主力事業のあり方に限界を感じて

いて、事業の見直しを検討していたところで

今回の水害に直面し、事業の抜本的な見直し

を行うこととなった。地元からの期待が大き

図表18　再オープン後の店舗	

（備考）吉備信用金庫	提供
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く、今後は、イベントなどへの出展や新商品

開発を進めていきたいと考えている。

　被災からの復興において、事業再開を支援

してくれた親戚や友人の存在も大きかった。

5	．新たなまちづくりに向けた取組み
について

　倉敷市真備地区の人口推移（住民基本台帳

人口）をみると、被災前の2018年6月末の人

口は22,797人であったが、西日本豪雨直後の

同年9月末では21,206人に減少し、さらにそ

の後も減少を続け、2019年9月末では20,565

人とボトムを記録し、同年12月末に20,635人

とわずかに増加したものの、被災前に比べて

人口が約1割減少した状態が続いている。

　真備町に戻りたいという住民は多いが、河

川の堤防強化や付替等により安全が確保され

ない現状では、住宅のリフォームや新築をし

て、以前住んでいた場所に住むかどうかを決

めかねているケースが多い。

　時間の経過とともに、戻る町民が減少し、

住民が少なくなれば再建を躊躇する事業者が

増えてくることになるので、河川の堤防等の

インフラが整備され、安全が確保されるなど

の条件整備が必要になる。

　被災から半年後に、地元の有志が集まり、

地域住民のためのコミュニティ施設の必要性

について検討している。当金庫もその会議に

参加し、まちづくりに参画しているが、まち

づくりには、行政の協力が必要であるため、

倉敷市と連携し、市長を交えたまちづくり会

議にも参加している。

おわりに	

　信用金庫の歴史を振り返ると、恐慌や凶作

などの経済的困窮、大地震、水害、冷害から

の復興、銀行の撤退等などの金融事情を背景

に、困難な状況に置かれた庶民の資金需要に

応えるため、地域の人たちによって自発的に

設立された。

　信用金庫は、相互扶助を基本理念とする中

小企業・地域住民のための非営利の協同組織

金融機関である。地区が限定されているた

め、単独で解決が難しい問題については、こ

れまでも信用金庫業界が一体となって、その

使命を発揮してきた。

　本稿でも取り上げたように、吉備信用金庫

は、地域を守るため、可能な限りの手段を講じ、

西日本豪雨からの復旧・復興に取り組んだ。

　また、被災という厳しい状況に直面した中

で、当金庫単独で解決が困難な問題について

は、信用金庫業界が支援・協力して対応した。

　これからも全国各地で大規模な自然災害が

発生する可能性は高い。頻発する自然災害に

備えることは、地域の中小企業の経営の持続

性を高めるために必要であり、それが地域の

持続可能性を確保することにもつながるだ

ろう。

　信用金庫が地域を守るという使命を果たす

ために、今回の西日本豪雨災害からの復旧・

復興への取組みを参考として、自然災害に対

する備えに活用いただければ幸いである。



	 地域・中小企業関連経済金融日誌	 49

地域・中小企業関連経済金融日誌（2020年2月）

5日 〇 金融庁、「地域課題解決支援チーム」について紹介（2019年7月にチームを組織的
にサポートするために地域課題解決支援室を設置済み）

6日 ● 金融庁、2019年12月末までの「顧客本位の業務運営」の取組成果の公表状況について
公表

資料1

〇 金融庁、「顧客本位の業務運営に関する原則」を採択し、 取組方針・自主的なKPI・共
通KPIを公表した金融事業者のリストを公表(2019年12月末時点の信用金庫数は
106金庫（注））

（注） 今回から取組方針を公表の上、取組成果を公表している事業者のみ同リストに掲載されることとなったため、9
月末時点の187金庫から減少

7日 〇 金融庁、金融機関に対し、新型コロナウイルス感染症の発生を踏まえた対応につ
いて要請

10日 ● 日本銀行、決済システムレポート別冊「銀行の決済サービスの課金体系に関する
考察」を公表

資料2

〇 備前信用金庫と日生信用金庫が合併、備前日生信用金庫が誕生

〇 金融庁、「新型コロナウイルス感染症関連情報」特設サイトを開設
（2月17日、19日、25日、28日に更新）

14日 ● 内閣府、「地域の経済2019－人口減少時代の成長に向けた土台づくり－」を公表 資料3

● 中小企業庁、経済産業省関係の「新型コロナウイルス感染症の影響を受ける事業
者への支援策」を公表

資料4

〇 経済産業省、新型コロナウイルス感染症の影響により、不当な取引条件の押しつ
けを行わないなど、下請中小企業への配慮について親事業者に要請

18日 〇 経済産業省、「Japan Challenge Gate 2020－全国ビジネスプランコンテスト－」の受
賞者の決定について公表（大阪信用金庫が推薦するプランが経済産業大臣賞を受賞）

〇 国土交通省、一般財団法人民間都市開発推進機構と埼玉縣信用金庫による「さい
しんまちづくりファンド」設立について公表

19日 〇 金融庁、金融機関に対し、新型コロナウイルス感染症の国内感染拡大防止に係る
対応について要請

21日 ● 金融庁、2019年9月期における「金融再生法開示債権の状況等（ポイント）」を公表 資料5

25日 〇 金融庁、金融機関に対し、「新型コロナウイルス感染症対策の基本方針」を踏まえ
た対応について要請

26日 ● 中小企業庁、「中小企業・小規模事業者の人手不足への対応事例」を公表 資料6

〇 国土交通省、一般財団法人民間都市開発推進機構と筑後信用金庫による「ちくご
の未来まちづくりファンド」設立について公表

27日 〇 金融庁、貸金業関係資料集を更新

〇 内閣官房　まち・ひと・しごと創生本部、RESAS最新データを更新

28日 〇 金融庁、「新型コロナウイルスに関する金融庁相談ダイヤル」を開設
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（資料 1）

金融庁、2019年12月末までの「顧客本位の業務運営」の取組成果の公表状況について公表（2月6日）

　金融庁は、2019 年 12 月末までの「顧客本位の業務運営」の取組成果の公表状況について公

表した。ポイントは以下のとおり。

1．「原則」の採択・KPI の公表状況

  【「原則」採択・KPI の公表は、量的には拡大】

2．共通 KPI

 （1）運用損益別顧客比率

　 ①【運用損益率 0％以上の顧客比率は前年比 12％改善（単純平均ベース）】

　 ②【時系列公表先の運用損益率 0％以上の顧客比率は前年比 6.5％改善（単純平

　　   均ベース）】

　 ③【運用損益率 0％以上の顧客比率を、保有顧客数加重平均で見ると、業態別で

　　   変化にバラつきあり】

 （2）預かり残高上位 20 銘柄のコスト・リターン／リスク・リターン

  【業態別にはバラつきあり】

　なお、協同組織金融機関等（以下「協同金融」という。）について以下の記述が見られる。

〇 金融庁、全国信用協同組合連合会に対する優先出資の引受け等の決定について公表

〇 金融庁、金融機関関係団体等に対し、年度末における中小企業・小規模事業者に
対する金融の円滑化について要請

〇 経済産業省、セーフティネット保証4号を発動（新型コロナウイルス感染症により
影響を受けている中小企業者への資金繰り支援措置として。）

〇 経済産業省、新型コロナウイルスの流行により、影響を受けるまたは、その恐れ
がある中小企業・小規模事業者を対象として設置している経営相談窓口における、
土曜日・日曜日の相談受付について公表

〇 経済産業省、支援策をまとめたパンフレット「新型コロナウイルス感染症で影響を
受ける事業者の皆様へ」を公表（3月4日時点でのポイントは①資金繰り：5,000億
円規模で徹底的に支援、②設備投資・販路開拓：サプライチェーンの毀損等にも対
応、③経営環境の整備：相談窓口の設置等で経営を下支え）

〇 中小企業庁、2020年1月末までに先端設備等導入に伴う固定資産税ゼロの措置（注）

（復興特措法による減免を含む）を実現した1,642自治体を公表
(注) 「生産性向上特別措置法」で、自治体の策定する「導入促進基本計画」に基づき「先端設備等導入計画」の認定を

受けた中小企業に対して、自治体の判断により固定資産税の特例をゼロとする制度が新設されたことを受けた措置

〇 厚生労働省、新型コロナウイルス感染症の影響に伴う雇用調整助成金の特例措置
の対象事業主の範囲拡大について公表

※ 「地域・中小企業関連経済金融日誌」は、官公庁等の公表資料等をもとに、地域金融や中小企業金融に関連が深い項目につ
いて、当研究所が取りまとめたものである。

　「●」表示の項目については、解説資料を掲載している。
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2.（1）①で「（運用損益率 0％以上の顧客比率は）業態別では、対面証券や地域銀行対比、投

資運用会社や協同金融が良好な水準」。2.（2）で前回報告時と同様「ネット系証券や投信会社

では、低コスト・高リスクで高リターンを、協同金融では、低コスト・低リスクで全業態平均

的なリターンを確保」。

（https://www.fsa.go.jp/news/r1/kokyakuhoni/202002/fd_KPI.html 参照）

（資料 2）

日本銀行、決済システムレポート別冊「銀行の決済サービスの課金体系に関する考察」を公表（2月10日）

　日本銀行は、決済システムレポート別冊「銀行の決済サービスの課金体系に関する考察」を公

表した。この「要旨」では、「わが国では、顧客が決済サービスの利用の都度、手数料を課す個別課

金制を採用する銀行が多い。」とされている一方、欧米の状況が以下のように紹介されている。

　「欧米では、顧客が口座維持手数料を月々支払えば、あとは振込手数料を払わずに何度でも

送金できる定額課金制や、口座維持手数料と振込の都度払い手数料を組み合わせた二部料金制

を採用する銀行が多い。こうした課金体系のもとでは、銀行は口座維持手数料を固定費にあて

ることができるため、決済サービスの採算悪化を緩和できる。また、サービス利用にかかる手

数料が個別課金制よりも低く設定されるため、決済サービスの利用が増加し、社会全体として

享受できる便益が拡大するという利点もある。」

（https://www.boj.or.jp/research/brp/psr/psrb200210.htm/ 参照）

（資料 3）

内閣府、「地域の経済 2019 －人口減少時代の成長に向けた土台づくり－」を公表（2月14日）

　内閣府は、「地域の経済 2019 －人口減少時代の成長に向けた土台づくり－」を公表した。

目次は以下のとおり。

第 1章		地域別にみた経済の動向
（1）生産の動向
コラム 1  2019 年のインバウンド需要（韓国から

の訪日旅行控えとラグビーワールドカッ
プの影響）

（2）雇用・労働の動向
（3）消費の動向
コラム 2  消費税率引上げが景況感に与えた影響

（景気ウォッチャー調査から）
コラム 3 台風等が地域経済に与えた影響

第 2章　地域経済の発展に資する地域金融
（1）景気回復が続く地域経済と地域金融の動向
コラム 1    金融機関の貸出を促進する資金供給制度

（2）地域経済を支える地域金融
（3）今後の地域経済と地域金融の展望

コラム 2  地域の企業や金融機関を支える地域経
済活性化支援機構

コラム 3  金融仲介機能を補完するクラウドファ
ンディング

第 3章　健康と地域経済
（1）健康と経済活動
（2）健康と医療費
（3）健康と地域資源
コラム 1   地域の人と人とのつながりを活用した

健康増進
コラム 2   IoT 機器を活用した糖尿病等の生活習

慣病予防サービス（愛知県のチーム「七
福神」）

コラム 3 企業の健康経営の取組み
コラム 4 こころの健康度
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（https://www5.cao.go.jp/j-j/cr/cr19/chr19_index-pdf.html 参照）

（資料 4）

中小企業庁、経済産業省関係の「新型コロナウイルス感染症の影響を受ける事業者への支援策」

を公表（2月14日）

　中小企業庁は、経済産業省関係の「新型コロナウイルス感染症の影響を受ける事業者への支

援策」を公表した。主な項目は以下のとおり。

（https://www.chusho.meti.go.jp/corona/index.html 参照）

（資料 5）

金融庁、2019 年 9 月期における「金融再生法開示債権の状況等（ポイント）」を公表（2月21日）

　金融庁は、2019 年 9 月末時点での「金融再生法開示債権の状況等（ポイント）」を公表した。

国内銀行の不良債権比率（金融再生法開示債権ベース）は、主要行が 0.6％（3月末比横ばい）、

地方銀行が 1.7％（同横ばい）、第二地方銀行が 1.9％（同横ばい）となった。

（https://www.fsa.go.jp/status/npl/20200221.html 参照）

1．徹底的な資金繰り支援
　①セーフティネット保証 4 号・5 号
　②セーフティネット貸付（要件緩和）
　③衛生環境激変対策特別貸付
　④金融機関等への配慮要請
2．サプライチェーン・観光等
　 ○生産性革命推進事業
　 ⅰ . ものづくり・商業・サービス補助
　 ⅱ . 持続化補助
　 ⅲ . IT 導入補助

3．経営環境の整備
　①経営相談窓口の開設（1 月 29 日～）
　②産業界への下請配慮要請
　③雇用調整助成金

4．国内感染対策の側方支援
　  ●マスク生産設備の導入補助
　  ●産総研が開発した迅速ウイルス検出機器
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業態別不良債権比率の推移（金融再生法開示債権ベース）

（備考）1．金融庁「金融再生法開示債権等の推移」より作成
       　 2．信用金庫、信用組合は各年3月末のみ開示
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（資料 6）

中小企業庁、「中小企業・小規模事業者の人手不足への対応事例」を公表（2月26日）

　中小企業庁は、時間外労働の改善や、有給休暇取得の促進の取組みをまとめた「中小企業・

小規模事業者の人手不足への対応事例」を公表した。紹介された取組事例は以下のとおり。
●事務作業と現場作業の工程を検証して機械化可能な作業を洗い出し、AI や IoT を導入
●比較的簡単な業務を切り分けて、短時間勤務の非常勤社員を活用し、常勤社員の負担を軽減
●業務の担当を見直し、分業体制に変更。Web で発注できる新システムを導入
● スキルの見える化やスキルアップのステップ明確化により、仕事の偏りをカバーし合える体

制化
● 製造現場の多能工化を進め、休暇中の業務を互いにカバーすることで、休暇を取得しやすい

環境化
●残業代削減分を全従業員に一律還元
●残業時間が少ない人に高ポイントを付与する形で残業時間をポイント化し、賞与に反映
●年次有給休暇の時間単位取得を可能化
●有給休暇残日数を見える化した出勤簿に変更
●  社内の受注基準を見直し、高効率・高収益な案件や、工期が長い案件を受注

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　など

（https://www.chusho.meti.go.jp/keiei/koyou/2020/200226jinzai.html 参照）
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信金中金だより 

信金中央金庫 地域・中小企業研究所活動記録（2月）

1．レポート等の発行
発行日 レポート分類 通巻 タ　　イ　　ト　　ル 執	筆	者

20.2.4 内外金利・為替見通し 2019-11 物価の基調は弱く、日銀は年間を通じ現行の緩和策を維持
しよう

角田　匠
奥津智彦

20.2.17 金融調査情報 2019-28 株式会社セブン銀行の第4世代ATM「ATM＋」について 刀禰和之

20.2.17 金融調査情報 2019-29 信用金庫の組織改革に向けて①
－株式会社クレディセゾンの「ダイバーシティ＆インクルージョン」－

刀禰和之

20.2.20 経済見通し 2019-5 実質成長率は19年度0.4％、20年度0.4％、21年度0.7％と予測	
－コロナウイルスの感染拡大が当面の景気の下押し要因に－

角田　匠

20.2.25 産業企業情報 2019-9 ゼロから考える「中小企業のSDGs」－前向きな取組みで
企業経営の改善と社会問題の解決を両立－

品田雄志

20.2.28 金融調査情報 2019-30 大規模災害時における地域金融機関の対応と復旧・復興へ
の取組み－2018年7月西日本豪雨災害で被災した吉備信用
金庫の事例より－

松崎英一	
小林泰久

2．講座・講演・放送等の実施
実施日 種類 タ　　イ　　ト　　ル 講座・講演会・番組名称 主催 講	師	等

20.2.3 講演 元気が出る！中小企業の経
営事例	
－環境変化に果敢に挑む中
小企業経営者－

若手経営塾「竹林舎」OB会 飯能信用金庫 鉢嶺　実

20.2.4 講演 2020年の景気予測 とましん創友会新年会 苫小牧信用金庫 角田　匠

20.2.6 講演 「地域創生をめぐる主な動
きおよび信用金庫の取組事
例」について

群馬県内信用金庫理事長会 (一社)群馬県信用金庫協会 広沢将之

20.2.7 講演 米中貿易摩擦の現状と日本
経済の見通し

さいしん信栄会 埼玉縣信用金庫 奥津智彦

20.2.7 講演 2020年の経済展望 深川支店取引先向けセミナー 東京シティ信用金庫 角田　匠

20.2.17 講演 環境変化に挑む！中小企業
の経営事例	Ⅳ	
－あらためて見直される
ファミリービジネス（同族
経営）の“継続力”－

墨田区・江東区合同男子研修会 東京東信用金庫	
（墨田区・江東区しんき
ん協議会事務局）

鉢嶺　実

20.2.26 講演 日本経済の現状と株式・為
替相場の見通し

お客さま向けセミナー 多摩信用金庫 角田　匠
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実施日 種類 タ　　イ　　ト　　ル 講座・講演会・番組名称 主催 講	師	等

20.2.26 講演 ファミリービジネスに関す
る事例研究	
－その「継続力」の源泉を探る－

ファミリービジネス研究会 ファミリービジネス研究会 鉢嶺　実

20.2.27 講演 日本経済の現状と株式・為
替相場の見通し

資金運用部門勉強会 宮城第一信用金庫 角田　匠

20.2.27 講演 東京オリンピック後の経済
見通し

卸町支店・顧客組織経済講演 杜の都信用金庫 角田　匠

3．原稿掲載
発行日 タ　　イ　　ト　　ル 掲載紙 発　行 執	筆	者

20.2.3 高輪ゲートウェイ駅の設置効果 金融財政Business ㈱時事通信社 佐々木城夛

20.2.6 フィナンシャルトピック 
－創業・第二創業支援の必要性と問題点－

中部経済新聞 ㈱中部経済新聞社 佐々木城夛

20.2.10 アプローチの精度を高めるCRMの活用ノ
ウハウ【最終回】 
－店舗全体でCRMを有効活用するための
体制整備－

近代セールス ㈱近代セールス社 佐々木城夛

20.2.10 営業店の「生産性」向上ゼミナール 
－訪問記録の効率的な作成方法－

近代セールス ㈱近代セールス社 佐々木城夛

20.2.10 管理のための目のつけどころ 
－銀行の提供機能の表向きと実態その②

「販路拡大支援機能活用時の留意事項」－

粉体技術 （一社）日本粉体工業技術協会 佐々木城夛

20.2.10 不動産事業者と地域金融機関のWin-Win
な関係に向けて 
－（その2）債権法改正により債務保証手
続きが変わることにご注意を－

月刊 不動産流通 ㈱不動産流通研究所 佐々木城夛

20.2.19 フィナンシャルトピック 
－事業資金融資の実行後の対応－

中部経済新聞 ㈱中部経済新聞社 佐々木城夛

20.2.20 銀行員目線での基本リスクマネジメント 
【第10回：女性行員と融資業務】

保険毎日新聞 ㈱保険毎日新聞社 佐々木城夛

20.2.21 営業店の「生産性向上」ゼミナール【最終回】 
－新規開拓と既存先訪問の両立－

近代セールス ㈱近代セールス社 佐々木城夛

20.2.24 〈トレンド 米国経済〉 
低インフレが継続すれば、FRBは年央に
緩和政策強化へ

週刊金融財政事情 （一社）金融財政事情研究会 角田　匠

20.2.24 社長さんに伝えたい 銀行はあなたのココ
を見ている～不況時を生き抜くために～ 
－債権法改正によって色々な手続きが変
わることにご注意ください－

新日本保険新聞 
（生保版）

㈱新日本保険新聞社 佐々木城夛

20.2.25 見送りになったはずの「英語民間試験」
を過半数の大学が入試に独自に導入する
理由

ダイヤモンド・オンライン ㈱ダイヤモンド社 佐々木城夛

20.2.28 押さえておきたい！金融実務トピック バンクビジネス ㈱近代セールス社 佐々木城夛
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１．(1)    信用金庫の店舗数、合併等

信用金庫の店舗数、会員数、常勤役職員数の推移
（単位：店、人）

店　　　舗　　　数 常　勤　役　職　員　数

年 月 末 本  店 職　　　員
(信用金庫数) 男　子 女　子 計

会　員　数
支  店 出張所 合  計 常勤役員 合　計

1．信用金庫統計
（1）信用金庫の店舗数、合併等
（2）信用金庫の預金種類別預金・地区別預金
（3）信用金庫の預金者別預金
（4）信用金庫の科目別貸出金・地区別貸出金
（5）信用金庫の貸出先別貸出金
（6）信用金庫の余裕資金運用状況

2．金融機関業態別統計

     （1）業態別預貯金等
      （2）業態別貸出金

統 計

（凡　例）
1．金額は、単位未満切捨てとした。
2．比率は、原則として小数点以下第1位までとし第2位以下切捨てとした。
3．記号・符号表示は次のとおり。
　　〔 0〕ゼロまたは単位未満の計数	 〔—〕該当計数なし	 〔△〕減少または負
　　〔…〕不詳または算出不能	 〔＊〕1,000%以上の増加率	 〔ｐ〕速報数字
　　〔ｒ〕訂正数字	 〔ｂ〕ｂ印までの数字と次期以降の数字は不連続
4．地区別統計における地区のうち、関東には山梨、長野、新潟を含む。東海は静岡、愛知、岐阜、三重の
4県、九州北部は福岡、佐賀、長崎の3県、南九州は熊本、大分、宮崎、鹿児島の4県である。

※	信金中金	地域・中小企業研究所のホームページ（https://www.scbri.jp/）よりExcel形式の統計資料をダウンロードすることができます。

統計資料の照会先：
信金中央金庫 地域・中小企業研究所
Tel 03‒5202‒7671　Fax 03‒3278‒7048

信信用用金金庫庫のの合合併併等等
年　月　日 異　　　動　　　金　　　庫　　　名 新金庫名 金庫数 異動の種類

2014年1月6日 三浦藤沢 かながわ 名称変更

2014年2月24日 十三 摂津水都 北おおさか 合併

2016年1月12日 大垣 西濃 大垣西濃 合併

2016年2月15日 福井 武生 福井 合併

2017年1月23日 江差 函館 道南うみ街 合併

2018年1月1日 札幌 小樽 北海 北海道 合併

2018年1月22日 宮崎 都城 宮崎都城 合併

2019年1月21日 浜松 磐田 浜松磐田 合併

2019年2月25日 桑名　　　 三重 桑名三重 合併

2019年6月24日 掛川 島田 島田掛川 合併

2019年7月16日 静岡 焼津 しずおか焼津 合併

2020年1月20日 宮崎都城 南郷 宮崎第一 合併

2020年2月10日 備前 日生 備前日生 合併

1．（1）信用金庫の店舗数、合併等
信用金庫の店舗数、会員数、常勤役職員数の推移

信用金庫の合併等
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１．(2)  信用金庫の預金種類別預金・地区別預金

預金種類別預金 (単位:億円、％)

要求払 定期性  外貨預金等
前年同月比 前年同月比 前年同月比 前年同月比 前年同月比 前年同月比
増  減  率 増  減  率 増  減  率 増  減  率 増  減  率 増  減  率

△ 25.3
△ 0.3 △ 7.7
△ 0.3
△ 0.2 △ 12.1
△ 0.7 △ 15.2
△ 1.0 △ 10.5
△ 1.0
△ 1.0
△ 0.9 △ 10.5
△ 1.1 △ 4.9
△ 1.5
△ 1.6 △ 7.1
△ 1.6 △ 4.5
△ 1.7 △ 1.3
△ 1.6
△ 1.6
△ 1.6 △ 4.3
△ 1.5
△ 1.6

(備考) １. 預金計には譲渡性預金を含まない。
２. 実質預金は預金計から小切手･手形を差し引いたもの

地区別預金 (単位:億円、％)

前年同月比 前年同月比 前年同月比 前年同月比 前年同月比 前年同月比
増  減  率 増  減  率 増  減  率 増  減  率 増  減  率 増  減  率

△ 0.1
△ 0.2
△ 0.5
△ 0.1
△ 0.0

前年同月比 前年同月比 前年同月比 前年同月比 前年同月比 前年同月比

増  減  率 増  減  率 増  減  率 増  減  率 増  減  率 増  減  率

(備考) 沖縄地区は全国に含めた。

全 国 計年 月 末

年 月 末

近  畿 中  国 四  国 九州北部 南九州

年 月 末
預金計  実質預金  譲渡性預金

北海道 東  北 東  京 関  東 北  陸 東  海

1．（2）信用金庫の預金種類別預金・地区別預金
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１．(3)  信用金庫の預金者別預金

(単位:億円、％)

預金計   個人預金
年 月 末 要求払 定期性  外貨預金等

前年同月比 前年同月比 前年同月比 前年同月比 前年同月比
増  減  率 増  減  率 増  減  率 増  減  率 増  減  率

△ 4.6

△ 1.4

△ 0.9

△ 1.1

△ 1.3

△ 1.6

△ 1.6

△ 1.7

△ 1.7

△ 1.8 △ 0.8

△ 1.9

△ 2.0

△ 2.0

△ 2.1

△ 2.2

△ 2.1

△ 2.1

△ 2.1

△ 2.2

  一般法人預金   公金預金
年 月 末 要求払 定期性  外貨預金等

前年同月比 前年同月比 前年同月比 前年同月比 前年同月比

増  減  率 増  減  率 増  減  率 増  減  率 増  減  率

△ 10.0

△ 1.1

△ 0.6

△ 0.1 △ 3.7

△ 0.5 △ 8.8

△ 6.5

△ 17.0

△ 6.3

△ 3.9

△ 7.8

△ 4.8 △ 4.2

△ 3.1

△ 1.8

△ 6.1 △ 2.8

△ 10.4

△ 12.0

  金融機関預金 政府関係 譲渡性
要求払 定期性  外貨預金等 預 り 金 預  金

前年同月比 前年同月比 前年同月比 前年同月比

増  減  率 増  減  率 増  減  率 増  減  率

△ 51.5
△ 100.0 △ 0.4

△ 15.5 ･･･
△ 16.5 ･･･ △ 3.4

･･･ △ 4.7
･･･

△ 100.0
△ 100.0

･･･ △ 5.5
△ 100.0 △ 9.7
△ 100.0 △ 5.5
△ 100.0 △ 3.0

･･･ △ 8.2
△ 17.8 ･･･ △ 14.2

･･･ △ 0.4
△ 0.5 ･･･ △ 6.4
△ 17.2 ･･･ △ 11.9
△ 3.8 ･･･ △ 12.2
△ 2.3 ･･･ △ 10.5

(備考) 　日本銀行｢預金現金貸出金調査表」より作成。このため、「日計表」による(2)預金種類別・地区別預金の
　　　　 預金計とは一致しない。

年 月 末

１．(3)  信用金庫の預金者別預金

(単位:億円、％)

預金計   個人預金
年 月 末 要求払 定期性  外貨預金等

前年同月比 前年同月比 前年同月比 前年同月比 前年同月比
増  減  率 増  減  率 増  減  率 増  減  率 増  減  率

△ 4.6

△ 1.4

△ 0.9

△ 1.1

△ 1.3

△ 1.6

△ 1.6

△ 1.7

△ 1.7

△ 1.8 △ 0.8

△ 1.9

△ 2.0

△ 2.0

△ 2.1

△ 2.2

△ 2.1

△ 2.1

△ 2.1

△ 2.2

  一般法人預金   公金預金
年 月 末 要求払 定期性  外貨預金等

前年同月比 前年同月比 前年同月比 前年同月比 前年同月比

増  減  率 増  減  率 増  減  率 増  減  率 増  減  率

△ 10.0

△ 1.1

△ 0.6

△ 0.1 △ 3.7

△ 0.5 △ 8.8

△ 6.5

△ 17.0

△ 6.3

△ 3.9

△ 7.8

△ 4.8 △ 4.2

△ 3.1

△ 1.8

△ 6.1 △ 2.8

△ 10.4

△ 12.0

  金融機関預金 政府関係 譲渡性
要求払 定期性  外貨預金等 預 り 金 預  金

前年同月比 前年同月比 前年同月比 前年同月比

増  減  率 増  減  率 増  減  率 増  減  率

△ 51.5
△ 100.0 △ 0.4

△ 15.5 ･･･
△ 16.5 ･･･ △ 3.4

･･･ △ 4.7
･･･

△ 100.0
△ 100.0

･･･ △ 5.5
△ 100.0 △ 9.7
△ 100.0 △ 5.5
△ 100.0 △ 3.0

･･･ △ 8.2
△ 17.8 ･･･ △ 14.2

･･･ △ 0.4
△ 0.5 ･･･ △ 6.4
△ 17.2 ･･･ △ 11.9
△ 3.8 ･･･ △ 12.2
△ 2.3 ･･･ △ 10.5

(備考) 　日本銀行｢預金現金貸出金調査表」より作成。このため、「日計表」による(2)預金種類別・地区別預金の
　　　　 預金計とは一致しない。

年 月 末

１．(3)  信用金庫の預金者別預金

(単位:億円、％)

預金計   個人預金
年 月 末 要求払 定期性  外貨預金等

前年同月比 前年同月比 前年同月比 前年同月比 前年同月比
増  減  率 増  減  率 増  減  率 増  減  率 増  減  率

△ 4.6

△ 1.4

△ 0.9

△ 1.1

△ 1.3

△ 1.6

△ 1.6

△ 1.7

△ 1.7

△ 1.8 △ 0.8

△ 1.9

△ 2.0

△ 2.0

△ 2.1

△ 2.2

△ 2.1

△ 2.1

△ 2.1

△ 2.2

  一般法人預金   公金預金
年 月 末 要求払 定期性  外貨預金等

前年同月比 前年同月比 前年同月比 前年同月比 前年同月比

増  減  率 増  減  率 増  減  率 増  減  率 増  減  率

△ 10.0

△ 1.1

△ 0.6

△ 0.1 △ 3.7

△ 0.5 △ 8.8

△ 6.5

△ 17.0

△ 6.3

△ 3.9

△ 7.8

△ 4.8 △ 4.2

△ 3.1

△ 1.8

△ 6.1 △ 2.8

△ 10.4

△ 12.0

  金融機関預金 政府関係 譲渡性
要求払 定期性  外貨預金等 預 り 金 預  金

前年同月比 前年同月比 前年同月比 前年同月比

増  減  率 増  減  率 増  減  率 増  減  率

△ 51.5
△ 100.0 △ 0.4

△ 15.5 ･･･
△ 16.5 ･･･ △ 3.4

･･･ △ 4.7
･･･

△ 100.0
△ 100.0

･･･ △ 5.5
△ 100.0 △ 9.7
△ 100.0 △ 5.5
△ 100.0 △ 3.0

･･･ △ 8.2
△ 17.8 ･･･ △ 14.2

･･･ △ 0.4
△ 0.5 ･･･ △ 6.4

△ 17.2 ･･･ △ 11.9
△ 3.8 ･･･ △ 12.2
△ 2.3 ･･･ △ 10.5

(備考) 　日本銀行｢預金現金貸出金調査表」より作成。このため、「日計表」による(2)預金種類別・地区別預金の
　　　　 預金計とは一致しない。

年 月 末

1．（3）信用金庫の預金者別預金
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１．(4)  信用金庫の科目別貸出金・地区別貸出金

科目別貸出金 (単位:億円、％)

手形貸付 証書貸付 当座貸越
前年同月比 前年同月比 前年同月比 前年同月比 前年同月比 前年同月比

増  減  率 増  減  率 増  減  率 増  減  率 増  減  率 増  減  率

△ 7.3 △ 4.1
△ 8.5 △ 0.6

△ 4.3
△ 5.2
△ 4.3
△ 3.5
△ 3.9
△ 4.1
△ 6.1
△ 6.2
△ 7.4

△ 18.5
△ 8.3

△ 8.6 △ 0.4
△ 9.6 △ 0.8

地区別貸出金 (単位:億円、％)

前年同月比 前年同月比 前年同月比 前年同月比 前年同月比 前年同月比

増  減  率 増  減  率 増  減  率 増  減  率 増  減  率 増  減  率

△ 0.8 △ 0.2
△ 0.1 △ 0.4
△ 0.4 △ 0.5
△ 0.3 △ 0.7

△ 0.4
△ 0.5
△ 0.1
△ 0.5
△ 0.5
△ 0.4

△ 0.0 △ 0.5
△ 0.0 △ 0.0
△ 0.1
△ 0.6
△ 0.7 △ 0.0

前年同月比 前年同月比 前年同月比 前年同月比 前年同月比 前年同月比

増  減  率 増  減  率 増  減  率 増  減  率 増  減  率 増  減  率

△ 0.2

△ 0.4
△ 0.3
△ 0.3
△ 0.1

(備考) 沖縄地区は全国に含めた。

年 月 末

関  東 北  陸 東  海
年 月 末

近  畿 中  国 四  国 九州北部 南九州 全 国 計

貸出金計
割引手形 貸付金

年 月 末

北海道 東  北 東  京

1．（4）信用金庫の科目別貸出金・地区別貸出金
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1．（5）信用金庫の貸出先別貸出金１．(5)  信用金庫の貸出先別貸出金

(単位:億円、％)

貸出金計 　企業向け計
年 月 末 製造業 建設業

前年同月比 構成比 前年同月比 構成比 前年同月比 構成比 前年同月比 構成比

増  減  率 増  減  率 増  減  率 増  減  率

△ 1.6 △ 0.3
△ 1.3 △ 0.1
△ 1.1

△ 0.6
△ 0.1

△ 0.0
△ 1.0
△ 0.3

年 月 末 卸売業 小売業 　不動産業
　個人による貸家業

前年同月比 構成比 前年同月比 構成比 前年同月比 構成比 前年同月比 構成比

増  減  率 増  減  率 増  減  率 増  減  率

△ 1.5 △ 1.1
△ 1.3 △ 1.7
△ 1.1

△ 0.0 △ 0.5
△ 0.6 △ 0.8
△ 0.6 △ 1.2

△ 0.8 △ 0.6 △ 1.6
△ 0.4 △ 1.7

年 月 末 飲食業 宿泊業 　医療・福祉 　物品賃貸業

前年同月比 構成比 前年同月比 構成比 前年同月比 構成比 前年同月比 構成比

増  減  率 増  減  率 増  減  率 増  減  率

△ 3.1 △ 1.5
△ 1.3 △ 1.9

△ 0.4
△ 0.1
△ 0.1
△ 0.5 △ 1.5
△ 0.6 △ 0.8
△ 1.0 △ 1.3
△ 1.3
△ 0.6

年 月 末 　住宅ローン

前年同月比 構成比 前年同月比 構成比 前年同月比 構成比 前年同月比 構成比

増  減  率 増  減  率 増  減  率 増  減  率

△ 2.7
△ 8.6

△ 4.1
△ 2.0 △ 0.2

△ 19.9 △ 0.9
△ 23.0 △ 2.3

r△ 24.4 △ 0.9
(備考) １．日本銀行「業種別貸出金調査表」より作成。このため、「日計表」による(4)科目別・地区別貸出金の貸出金計とは一致しない。

　　　 ２．海外円借款、国内店名義現地貸を企業向け計の内訳として掲載

  地方公共団体 個  人 海外円借款、国内店名義現地貸
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1．（6）信用金庫の余裕資金運用状況１．(6)  信用金庫の余裕資金運用状況

(単位:億円、％)

コール 買 現 先 債券貸借取引 買入金銭 金 銭 の 商    品
現    金 買入手形 ローン 勘　　定 支払保証金 債    権 信    託 有価証券

公社公団債 金 融 債 そ の 他
(△6.3) (△0.0)

(△1.4) (△7.3) (△4.9)
(△0.1) (△10.7) (△4.2)

(△11.9) (△4.9)
(△4.4) (△3.3)

(△12.3) (△4.1)
(△15.1) (△3.6)
(△13.5) (△3.3)
(△11.3) (△2.6)
(△11.5) (△1.5)
(△11.8) (△1.1)
(△13.3) (△1.1)

(△0.2) (△16.1) (△0.6)
(△1.2) (△17.4) (△0.9)
(△1.3) (△17.8) (△0.2)
(△1.0) (△16.0)
(△0.1) (△13.7)

(△6.6)
(△7.3)

信金中金
その他の 利 用 額 預 貸 率 (Ａ)/預金 預 証 率 (Ｂ)/預金 (Ｂ)/(Ａ)
証    券 （Ｂ）

(備考) 1. (   )内は前年同月比増減率
預貸率＝貸出金/預金×100(%)、預証率＝有価証券/預金×100(%)（預金には譲渡性預金を含む。）
余資運用資産計は、現金、預け金、買入手形、コールローン、買現先勘定、債券貸借取引支払保証金、
買入金銭債権、金銭の信託、商品有価証券、有価証券の合計

短期社債 社    債 株    式

余資運用資産計(A)年 月 末
貸付信託 投資信託外国証券

預 け 金年 月 末
うち信金中金預け金

有価証券年 月 末
国    債 地 方 債
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2．（1）業態別預貯金等２．(1)  業態別預貯金等

(単位:億円、％)

信用金庫 国内銀行 大手銀行 地方銀行

年 月 末 (債券､信託を含む) (債券､信託を含む) 　うち都市銀行

前年同月比 前年同月比 前年同月比 前年同月比 前年同月比 前年同月比

増  減  率 増  減  率 増  減  率 増  減  率 増  減  率 増  減  率

△ 0.1

第二地銀 郵便貯金 預貯金等合計

年 月 末
前年同月比 前年同月比 前年同月比

増  減  率 増  減  率 増  減  率

△ 1.4
△ 1.6
△ 2.1
△ 2.2 ―　 ― ―　 ―
△ 2.1 ―　 ― ―　 ―
△ 1.9
△ 8.1 ―　 ― ―　 ―
△ 5.3 ―　 ― ―　 ―
△ 5.1
△ 5.0 ―　 ― ―　 ―
△ 4.6 ―　 ― ―　 ―
△ 5.5
△ 5.0 ―　 ― ―　 ―
△ 4.6 ―　 ― ―　 ―
△ 4.9
△ 4.8 ―　 ― ― ―

(備考) 1. 日本銀行『金融経済統計月報』、ゆうちょ銀行ホームページ等より作成

大手銀行は、国内銀行－(地方銀行＋第二地銀)の計数

国内銀行･大手銀行には、全国内銀行の債券および信託勘定の金銭信託・貸付信託・年金信託・財産形成給付信託を含めた。

郵便貯金は2008年４月より四半期ベースで公表

預貯金等合計は、単位（億円）未満を切り捨てた各業態の預貯金等の残高の合計により算出

うち預金
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2．（2）業態別貸出金２．(2)  業態別貸出金

(単位:億円、％)

信用金庫 大手銀行 都市銀行 地方銀行 第二地銀 合  計

前年同月比 前年同月比 前年同月比 前年同月比 前年同月比 前年同月比

増  減  率 増  減  率 増  減  率 増  減  率 増  減  率 増  減  率

△ 0.1
△ 1.3

△ 0.3
△ 0.5

△ 0.4 △ 0.5
△ 0.3 △ 0.3

△ 0.4
△ 7.9
△ 5.2

△ 0.2 △ 5.3
△ 0.2 △ 5.4

△ 5.2
△ 5.8
△ 5.6
△ 5.4
△ 5.3
△ 5.2

(備考) １．日本銀行『金融経済統計月報』等より作成
２．大手銀行は、国内銀行－(地方銀行＋第二地銀)の計数
３．合計は、単位（億円）未満を切り捨てた各業態の貸出金残高の合計により算出

年 月 末
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